
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No.
属
性

年
代

府
省
名

施策
番号

施策名
ご意
見概
要

ご意見 その理由

1601
そ
の
他

60
歳
～

厚
生
労
働
省

25104

難病・が
ん等の
疾患分
野の医
療の実
用化研
究の一
部（臨床
研究関
連研究
分野）

この
まま
推進
すべ
き

高齢化に伴い、癌に
よる死亡が今後とも
増加すると言われて
います。 
患者の身体的・経済
的・精神的負担の軽
減のため 
  『三大療法に代
わる治療法を国費
で開発してください』
この新たな治療法
の発見は結局は、
医療費の抑制につ
ながることと思いま
す・

癌になり、手術・放射線・抗癌剤で完治を望
めない患者は根拠の疑わしい療法に多額の
出費を重ねながら効果なく亡くなっていく例に
よく出会ってきました。 
最近、第四の治療法として注目されているペ
プチドワクチン療法を知りました。 
まだ研究・治験を行っている段階ということで
すが、有効性を早急に確かめて、効果がある
なら一刻も早く認可してほしいのです。 
そして認可されるまでの間、公の施設で、３大
療法に行き詰まった人たちには治療できるよ
う切望します。

1602

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

この
まま
推進
すべ
き

日本の科学技術の
将来は、幅広い基
礎研究への支援と
それを支える研究者
の育成なしにはあり
得ない。科学研究費
補助金が、この役割
をになっており、そ
の一層の拡充を望
みたい。

近年、あまりに応用面を重視した研究に対す
る支援が多くなってきているが、日本の将来
を支える研究者を育てるためには、制約のな
い自由な発想に基づく基礎研究を行っていく
ことが重要である。そのための支援として、科
学研究費補助金の役割は極めて大きい。

1603

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

農
林
水
産
省

26103

自給飼
料を基
盤とした
国産畜
産物の
高付加
価値化
技術の
開発

この
まま
推進
すべ
き

輸入トウモロコシの
代替飼料として飼料
用米を家畜に給与
することは、飼料自
給率の向上並びに
畜産物の安定供給
に寄与すると考えら
れ、本施策をこのま
ま推進すべきと考え
られます

畜産物は、タンパク質の供給源として非常に
重要であり、国内において畜産物を安定供給
することは必要である。一方、飼料自給率、
特に濃厚飼料自給率は１１％と低いことか
ら、飼料用米を濃厚飼料として国内で安定的
に供給することは畜産物の安定供給に有効
と思われる。 

1604

大
学・
公
的
研
究
機
関

40
～
49

総
務

20115

先端ICT
技術に
関する

この
まま
推進

次世代の通信技術
において、世界を先
導していくことは、資
源のない日本にお
いて非常に重要で
ある。本施策で提案
されている量子ICT
技術、先端ICTデバ
イス技術、バイオコ

量子ICT技術は、秘匿性の高い通信技術とし
て重要であり、単に商業的な可能性だけでな
く、国としてセキュアなネットワークを構築する
ために研究を加速すべきである。 
先端ICTデバイス技術は、全てのシステム
が、革新的デバイスによって一新されてきた
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（独
法・
公
設
試
等）

歳 省 研究開
発

すべ
き

ミュニケーション技
術は、何れも革命的
技術であり、日本と
して布石を打ち、将
来の日本を支える
技術に育てることが
肝要である。

過去の経験から、常に、広く、深く、研究を行
うべきである。 
バイオコミュニケーション技術は、マンマシン
インタフェースの革新につながり、身近な通
信環境を一新する可能性が有る。

1605

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

この
まま
推進
すべ
き

新学術（領域研究
型）の採択率が１
０％と低かったの
で、問題だと思って
いましたが、今回こ
れを増やすという方
針を読みましたが、
これは大変良い政
策だと思います。ま
た、基盤（ｃ）の採択
率も大変低かったが
これも増強されると
のことですので、支
持したいと思いま
す。

まず、基盤（ｃ）は若手ではない研究者の特に
理論関係の研究者が国際会議に出席したり
するのに重要な資金源なので拡張が望まれ
ます。トップが存在するためには底辺を強化
する必要があります。 
一方、新学術はトップに近いグループの強化
に繋がるもので現行の１０％から２０％程度、
可能なら30％程度に強化することが望まれま
す。

1606
官
公
庁

40
～
49
歳

農
林
水
産
省

26103

自給飼
料を基
盤とした
国産畜
産物の
高付加
価値化
技術の
開発

この
まま
推進
すべ
き

多収で食用米と識
別性のある飼料用
米の開発を促進す
るべきである。

現在、濃厚飼料はその殆どが海外に依存し
ており、近年の異常気象により価格が高騰し
ている。また、中国等の新たな需要が増加し
ており、飼料の確保がより難しい状況であ
る。また、２００８年のバイオエタノール向けト
ウモロコシ生産に見られる飼料トウモロコシ
の価格高騰は記憶に新しい。 
一方、我が国は減反政策により米の生産調
整を行ってきた。日本の風土に合った米作り
が制限されている状態である。 
そこで、自給率向上を目指し食の防衛を計る
ため、飼料米の研究を推進されたい。 

1607

民
間
企
業

50
～
59
歳

経
済
産
業
省

27149

ゲノム創
薬加速
化支援
バイオ
基盤技
術開発

この
まま
推進
すべ
き

生体内に近い状態
での膜タンパク質及
びその複合体の立
体構造を解析する
ためには、基盤技術
として水チャネルの
解析技術を可能な
レベルまで引き上げ
ることは必須であ
る。

たいへん困難でチャレンジングな目標である
が、ぜひ、実現させてほしい。グローバルな
創薬研究開発体制が進む中で、日本がトップ
ランナーとして走り続けることが期待される分
野である。よって、その効果と影響は非常に
大きい。

1608

民
間
企
業

20
～
29
歳

総
務
省

20108

ICTグリ
ーンイノ
ベーショ
ン推進
事業

この
まま
推進
すべ
き

本事業によって、電
子通信機器の低消
費電力化が実現さ
れ、地球温暖化防
止・CO2削減へ大い
に貢献できると考え
ます。

昨今のネットワークトラフィック急増によりネッ
トワーク機器の電力消費量削減が急務であ
ること。それを解決するためには、企業内に
留まらず、大学、国と連携し、幅広い技術開
発課題を打ち立て、地球温暖化、CO2排出削
減に取組む必要のあること。さらには、ネット
ワーク機器の主要LSIは日本の優位技術で
あること。以上の観点より、環境だけでなく日
本の産業発展・国力向上の側面からも、本事
業の推進は、非常に重要と考えられます。

国内大学での臨床
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1609

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24005

橋渡し
研究加
速ネット
ワークプ
ログラム

この
まま
推進
すべ
き

研究の現状は必ず
しも国際的に進んで
いるとはいえない。
それにはいくつかの
理由が考えられる
が、国内の臨床科
学の発展には海外
同様安価にまた科
学的に受け入れら
れる臨床試験がで
きる環境づくりが不
可欠である。それに
は国内non-
commercial IND制度
の設立とそれから生
み出される臨床デー
ターの企業による活
用を認める制度の
設立と科学的に臨
床研究を進めること
をアドバイスできる
臨床基盤の整備の
両方が必要と考え
る。後者のほうはこ
れまで、３年あまり
かけ、７つの拠点を
作り上げてきており
この基盤整備を放
棄することなく継続
し、一方国内non-
commercial IND制度
の設立とその活用・
運用を同時並行で
進めることなしにラ
イフイノベーションは
発展しないと言える
ほど、基盤整備は重
要である。

国内医薬品産業における外資系企業の売上
高比率は増加傾向が続いているが、研究開
発における海外投資は研究所の相次ぐ閉鎖
等からも分るように大きく減少していることは
明らかである。その大きな理由は、製薬産業
の構造変化があることは事実だが、海外企
業ではその構造変化に対応すべく、産学連
携を深め、大学からの英知を産業化する方
策を強めている。民間企業は治験を通じて、
狭いウインドウでしか臨床データーを得ること
ができず、大学の臨床現場の幅広い観察研
究等から得られる知見を、決して民間企業直
接取り込むことができないところに着目した投
資と見ることができる。このように投資面から
も、また、イノベーションの面からも大学に臨
床基盤ができることは重要であり、現在の拠
点を一層整備することで短期的にも長期的に
も産業発展、雇用創出につながるものと考え
る

1610

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24124
植物科
学研究
事業

この
まま
推進
すべ
き

植物は，ヒューマン
トライアングル（人間
の生存，健康を一つ
の頂点とした場合，
環境とエネルギーが
他の2頂点にあた
る）の中心に位置す
る存在です。従っ
て，植物研究の継続
と発展が必要とされ
ます。

人間の生存，環境，エネルギーといった問題
に深くかかわる研究は，長期的展望に基づい
て進めていくべきです。

民
間

50
～

経
済

次世代
印刷エ
レクトロ
ニクス材

この
まま

超安価で大量生産
可能な印刷プロセス
は、工程内管理の
行きとどいた日本で

環境負荷軽減、レアメタル依存度低減、生産
コスト低減、イニシャルコスト低減などあらゆ
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1611

企
業

59
歳

産
業
省 27007

料・プロ
セス基
盤技術
開発事
業

推進
すべ
き

こそ充実可能な技
術で、かつ、最近の
コモデティー化に対
応できる技術として
見込まれる。

るメリットを期待できる工法として確立すべき
である。

1612

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

経
済
産
業
省

27007

次世代
印刷エ
レクトロ
ニクス材
料・プロ
セス基
盤技術
開発事
業

この
まま
推進
すべ
き

薄くて柔らかい電子
機器を印刷で作るこ
とができれば、従来
のエレクトロニクス
の範疇では考えら
れなかった電子機
器が出現しそうな気
がします。また、昨
今では、電子機器の
消費電力のみでは
なく、その機器を製
造する時に消費され
るエネルギーまでト
ータルに考える必要
があると思いますの
で、印刷プロセスは
理想的な製造プロセ
スではないでしょう
か。

印刷エレクトロニクスに関して、日本の大学・
企業・研究機関は個々には非常に素晴らしい
技術を持っています。現在、それらを効率よく
組み合わせて産業レベルまで引き上げる推
進力が必要だと考えられます。この分野で世
界レベルの主導権を握るには、韓国・台湾の
追随を許さないように徹底的に技術をブラッ
シュアップしていく必要があると思います。

1613

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

この
まま
推進
すべ
き

科学研究費補助金
は、研究者の自由な
発想に基づく「学術
研究」を支援する重
要な制度であり、こ
れにより現在の日本
の科学・技術の礎が
築かれてきたことは
いうまでもない。将
来の科学・技術を支
える基礎的な学術
研究は、直近の成
果では判断し難い
面があり、幅広く支
援されるべきであ
り、予算の増額およ
び基盤研究(C)や若
手研究(B)の採択率
の向上を図る施策
は、本支援の性質
から妥当と考えられ
る。

近年の大学を含む公的研究機関への支援の
削減に伴い、基礎研究の推進はこれまでに
なく危機に瀕している。このような状況下、こ
れまで日本の「学術研究」を支えてきた科学
研究費補助金による支援は今後も推進すべ
きであり、むしろ諸外国と比較しても十分では
なくさらに拡充することが必要である。本支援
の目標設定から、研究費の一極集中を避
け、研究活動の裾野を拡大する形での研究
支援は妥当であり、そのように推進すべきで
あると考えられる。

1614

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

改
善・
見直
しを
した
上で
推進

さらなる増額もしくは
採択率のアップを要
請いたします．

なぜ，採択率（＝採択数/申請数），交付率
（交付金額/申請金額）が毎年，一定なの
か？ 採択率を上げて，交付率の割合を下げ
てもよいではないか？ およそ７割以上の研
究テーマを毎年，見捨てられる科学技術立国
とは，いったい何なのか？
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公
設
試
等）

すべ
き

1615

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的
タンパク
質・細胞
解析研
究イニシ
ャティブ

この
まま
推進
すべ
き

本施策はこのまま
推進すべきであると
考えます。ポストゲ
ノム研究として、機
能不明タンパク質を
含めて、各生物のタ
ンパク質の構造を理
解することは益々重
要になってきていま
す。例えば、機能不
明タンパク質の構造
を解明することによ
り、その機能を同定
することも可能で
す。また、感染症に
関わる微生物タンパ
ク質の構造と機能と
の相関を明らかにで
きれば、その機能を
制御する薬剤の開
発にも繋がります。

ターゲットタンパク研究プログラムでは、ライ
フサイエンス分野で重要なタンパク質を選定
し、その構造と機能との相関を明らかにする
ことにより生命現象に対する基本的な理解や
産業界に実用可能なタンパク質の提供を達
成しています。その成果は国際的に評価の
高い雑誌に掲載されており、ホームページで
は研究成果や社会への還元について国民に
幅広く理解して頂くよう努力されています。

1616

民
間
企
業

50
～
59
歳

経
済
産
業
省

27126

固体高
分子形
燃料電
池実用
化推進
技術開
発

この
まま
推進
すべ
き

 将来のエネルギー
戦略として脱化石燃
料を視野に入れたと
き、水素の活用が有
望な手法と成る。し
かし、活用しやすい
エネルギーは電気
であることから、水
素を効率よく電気に
変換するデバイスと
して燃料電池は最も
有望な技術で、将来
のエネルギー施策
で優位に立つため
に必要である。しか
し、コスト低下を中
心に課題を抱えてお
り、実用化に向けて
苦しんでいる状況で
ある。

 日本は今までの施策で、技術、経験で世界
でリードしている。固体高分子形燃料電池は
技術的には完成に近いところまで来ている
が、実用化するための技術はまだ不十分で
ある。現在、民間でも開発が進められている
が、まだ、採算の取れる事業になっていな
い。その為、民間に開発を託すには時期が早
く、世界的にリードしている日本の技術が中
倒れする恐れがあり、まだ国のサポートが必
要と思う。

大
学・
公
的
研
究
機

50
～

厚
生

生活習
慣病・難
治性疾
患克服
総合研
究 （１）
循環器
疾患・糖
尿病等
生活習
慣病対

改
善・
見直
しを

生活習慣病・難治性
疾患克服総合研究
として、糖尿病、循
環器、腎、免疫アレ
ルギーなど、さまざ
まな疾患を対象に、
稀な疾患も対象とし
て、巾広く国民全体
の疾病に対して、優
れた臨床?基礎研究

具体的な１例として、最近注目されているウイ
ルス糖尿病が挙げられる。ウイルス糖尿病は
極めて稀な劇症１型糖尿病など風邪症状を
先行した稀なケースと理解されて、研究が推
進されているが、はたして、広く糖尿病の要
因である可能性はないのであろうか。むしろ、
パンデミックとも称される糖尿病患者の爆発
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1617

関
（独
法・
公
設
試
等）

59
歳

労
働
省

25105

策総合
研究 
（２）腎疾
患対策
研究 
（３）免疫
アレルギ
ー疾患
等予防・
治療研
究

した
上で
推進
すべ
き

を推進する、すばら
しい施策である。た
だし、残念ながら、
それぞれの領域を
複合し、焦点のしぼ
られた対象研究を
飛躍的に発展させ
る視点がやや欠け
ているのではないか
と危惧される。

的増加の一因としてウイルスが原因である可
能性が充分存在する。ウイルス糖尿病の原
因、病態の解明、予防への道を拓くために
は、糖尿病学、ウイルス学、免疫学、ワクチン
学、遺伝学、分子生物学、実験動物学、臨床
疫学など、多くの専門家を糾合した国家的プ
ロジェクトとしての推進が強く期待される。

1618

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24181

イノベー
ションシ
ステム
整備事
業（地域
イノベー
ションク
ラスター
プログラ
ム）

この
まま
推進
すべ
き

日本の国力を増す
には、人を育て技術
力を高めていくしか
ない。世界でナンバ
ー１の技術力をもっ
て、各国にその優位
的な技術を売り込む
ことで、日本の今後
の情勢が決まってく
る。長野の信州大学
工学部の遠藤教授
を中心としたカーボ
ンナノチューブの実
用化研究は、まさに
世界で最先端の新
材料開発研究であ
るので、成果が得ら
れた暁には日本の
国益に直結すると思
われる。是非このま
ま推進すべきだと思
います。

各種材料にカーボンナノチューブを混ぜて製
造した、高付加価値の新材料開発の成果が
上がっている。中には既に製品化した新材料
もあり、研究に関わっている各社では利益が
上がってきているため。また売上が見込まれ
る材料もあるため。

1619

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24001

大学発
グリー
ン・イノ
ベーショ
ン創出
事業

推進
すべ
きで
はな
い

わざわざ予算を投
入してまで仲良しグ
ループにネットワー
クを形成していただ
く必要性はない。

必要性があって自然形成されたネットワーク
に対して、まず予算ありきで形成させたネット
ワークは脆い。金の切れ間が縁の切れ目と
なるのは目に見えている。科学予算削減を求
める時勢に逆らってまで喫緊ではない耳触り
が良いだけの施策に割く予算はあるまい。

大
学・
公
的
研
究 20

文
部 理数学

この
まま

現状では、学生に理
数分野に興味を持
ってもらうという段階
から、研究意欲を高
めるという次の段階
への推進が不十分
に感じます。そこで、
当施策により、学生
の研究意欲を高め

私自身、平成19年度より文部科学省で行わ
れている理数学生応援プロジェクトの一つ、
大阪大学理数オナープログラムに参加し、学
部学生の時から自主研究や国際学会での発
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1620

機
関
（独
法・
公
設
試
等）

～
29
歳

科
学
省

24013

生育成
プログラ
ム

推進
すべ
き

るようなプログラム
が多くの大学、分野
において実行され、
同時に、参加学生
が様々な分野の学
生と交流し、刺激し
合えるようなサイエ
ンス・インカレが創
設されることを強く
希望します。

表を経験させて頂きました。このことが研究
者を志す決め手になったことや、研究発表や
学会で知り合った、同じように研究者を目指
す仲間との交流を通し、このようなプログラム
が非常に有意義であることを実感しているた
め、当施策の推進を支持します。

1621

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

農
林
水
産
省

26108

新たな
農林水
産政策
を推進
する実
用技術
開発事
業

この
まま
推進
すべ
き

現場のニーズを踏
まえた農林水産・食
品産業における生
産・流通・加工等の
実用技術の開発を
促進する。

我が国の人口は減少を始めており、また昨今
の不況により地方の疲弊は明らかである。一
方、食は多様化し、以前のような大量生産・
大量消費の時代は終わった。これからは、地
方の特産・資源を生かした生産物の開発が
望まれる。また、食の安全・安心等は一層求
められると考える。これからの農林産業は、６
次産業化と言われるように、地域で特徴のあ
る試みが必要である。

1622

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24117

重粒子
線を用
いたが
ん治療
研究

この
まま
推進
すべ
き

重粒子線がん治療
は日本発の技術で
あり、ぜひ強力に推
進すべきである。日
本人の死亡原因の
大きな部分を占める
がんに対して、効果
が高くかつQuality 
of Lifeも高く保つ技
術である。 
回転ガントリーが実
用化され、また、中
長期的には、装置
の超小型化が図ら
れればその普及は
より一層進むであろ
う。 
日本発の治療法・科
学技術として、ハー
ド・ソフト両面から世
界標準となるよう強
力に国としてサポー
トすべきである。

健康・長寿社会において、効果が高く副作用
も少ない重粒子線がん治療の普及が強く望
まれるからである。 
また、ハード・ソフト面で、日本が世界をリード
し世界標準を確立することにより、新産業創
出に繋がるイノベーションが達成されると期
待されることも、「推進」を主張する理由であ
る。

民 40 経

次世代
印刷エ
レクトロ この

コストを画期的に安
くできるポテンシャ
ルがある本技術開
発を積極的に推進
すべきと考える。他
国（韓国等）では主
要な企業（三星等）、
産業（半導体、FPD）
に対して国が強力に 国内の雇用を守りながら、科学技術立国とし
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1623

間
企
業

～
49
歳

済
産
業
省

27007

ニクス材
料・プロ
セス基
盤技術
開発事
業

まま
推進
すべ
き

バックアップして育
成してきた。日本に
も同様なスキームが
必要である。日本が
敗れ去ってしまった
半導体やFPDに変
わりうる新分野を早
急に育てる必要が
あが、本テーマは有
力な候補の１つであ
ると考える。

て日本が生きていくため。外国への技術流出
には細心の注意が必要であると考える。何の
為に開発しているのかわからなくなる。

1624

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的
タンパク
質・細胞
解析研
究イニシ
アティブ

この
まま
推進
すべ
き

生命科学さらには創
薬への展開の基盤
となる、極めて重要
なプロジェクトであ
る。

21世紀の我国の進路であるライフサイエン
ス、創薬に必須の基盤分野であるため。

1625

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24105

（独）科
学技術
振興機
構運営
費交付
金「先端
的低炭
素化技
術開発」

この
まま
推進
すべ
き

「先端的低炭素化技
術開発」はグリーン・
イノベーション 
の中核的施策であ
り、積極的に進める
べきである。低炭素
化技術には、排出
量の削減する技術
と吸収量を増やす
技術の2種類が考え
られる。その両方を
積極的に進めていく
べきである。 

現状維持では、低炭素・自然共生・循環型社
会を実現し、環境に配慮した質の高い生活を
送るという目標には到達せず、積極的に新技
術を開発していかなければならないことは自
明である。特に、現在の排出と吸収の収支か
ら見て、吸収量をあげる努力をしなければ低
炭素の方向には向かないことから、吸収量を
あげる技術は需要である。 

1626

民
間
企
業

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24172

先端研
究施設
共用促
進事業

この
まま
推進
すべ
き

私企業が保有する
ことの可能な研究開
発施設には限りが
あるため、税金を投
じて建設・導入した
高度な研究施設を
産業界にも開放す
ることは非常に意義
のあることであり、そ
の施策の整備・運転
資金として一定の国
費を投じることに強
く同意する。継続的
な推進を希望する。

企業間の研究開発競争はグローバル化して
おり、製薬業界を例にとると国内企業は大手
数社分もの規模、研究開発費を持つ巨大化
したメガファーマとの競争を強いられる。競争
には研究開発インフラへの投資は必要不可
欠であるが、私企業が単一技術に投資可能
な規模には限りがあるため、国有の研究先
端施設を産業界が利用する枠組みの整備が
強く望まれる。施設の具体的な例として、放
射光施設や高分解能NMR施設等が挙げられ
る。

技術的にチャレジン
グな惑星探査、実績
に基づく信頼関係が
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1627

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24170

Bepi 
Colombo
(水星探
査プロジ
ェクト）

この
まま
推進
すべ
き

牽引する国際協力、
人類の知的欲求を
満たすという貢献。
これら「宇宙科学」に
期待されるものがす
べて満たされてい
る。また、こういう判
断をする立場から
は、「水星探査」「第
６代X線衛星」といっ
た個別の計画への
インプットよりも、「宇
宙科学」全体へのあ
り方への意見を述
べるほうが、自然で
あると思われる。

文部科学省の他の項目には、「人材育成」が
キーワードとなるものがいくつかある。「宇宙
科学」のような最先端成果を生む出すものが
推進されず、大きな目標が明示されないまま
で、「人材育成」がうまくいくものだろうか。ま
た、惑星探査計画のように、長い時間をかけ
て計画的に進めるべきものの予算が、年度ご
とに減額の危機に面するのは効率的なのだ
ろうか。すくなくとも「水星探査」の場合は、完
了までの時間が短く、このまま推進すべきで
ある。

1628

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24119

ナショナ
ルバイ
オリソー
スプロジ
ェクト

この
まま
推進
すべ
き

バイオリソースの整
備はもっとも基盤的
な研究インフラであ
り、基礎、応用、実 
用すべての研究を
下支えするもので
す。単に産業を振興
するためのものでは
あり 
ません。この事業に
採算性の視点のみ
を持ち込むのは論
外で、国家１００年
の計 
を誤るものです。し
たがって、このまま
推進すべきだと考え
ます。

ナショナルバイオリソースプロジェクトがスタ
ートして約８年、 
多くの研究者の協力により、各モデル生物の
リソース整備は着実に進んでいます。 
「酵母」リソースセンターも今や、国内のみな
らず海外においても圧倒的な存在 
感を示しています。科学における我が国の国
際貢献の一翼を担っていると申し上 
げて過言ではないために、バイオリソースの
整備はもっとも基盤的な研究インフラ 
であると考えた次第です。

1629

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24011

リサー
チ・アドミ
ニストレ
ーターを
育成・確
保するシ
ステム
の整備

この
まま
推進
すべ
き

今後の研究はます
ます分野を横断する
ものが多くなり、また
分野内の研究にお
いても単独の研究
だけでなく研究チー
ムで対応しなければ
世界に競争できる優
れた迅速な研究成
果の獲得ができな
いものが主流となる
方向にある。これら
の横断的な、また分
野内の研究者の組
織編成、およびこれ
らグループ内での研
究者間の緊密かつ
円滑な関係を支援
し、研究環境の向上
に資する人材はこれ
までからも既にその
必要性が強く認識さ

意見欄での記載に加えて、優秀な研究者を
海外から誘致する場合においても、研究環境
の良否は極めて大きな影響を与える。リサー
チ・アドミニストレーターの育成と研究現場へ
の配置がなければ、国内の研究の進展のみ
ならず、海外からの優秀な研究者の招へい
においても大きな支障をきたし、将来的に日
本の学術が世界から取り残される危機に陥
る可能性が極めて高くなる。
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れてきていたが、わ
が国では十分に確
保されていなかっ
た。遅ればせながら
も本施策が実行さ
れることを強く希望
する。

1630

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

経
済
産
業
省

27105

戦略的
基盤技
術高度
化支援
事業

改
善・
見直
しを
した
上で
推進
すべ
き

事業対象となる分野
が狭すぎる。対象企
業が絞られることと
事業開始４、５年経
過したことで、事業
を実施できる能力を
持つ企業は１巡して
いる。

対象分野の拡大を行っていただけると対象企
業が広がり有効な施策になると思う。

1631

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24140

RIビーム
ファクト
リー計画
の推進

この
まま
推進
すべ
き

計画は着実に実行
されるべきである． 
現在５ヶ月に制限さ
れている運転費は
倍増されるべきであ
る． 
RIビームファクトリー
を用いた研究の遂
行を確実にかつ効
率良く遂行するため
に，各研究グループ
へ分配する研究遂
行費をつけるべきで
ある．

RIビームファクトリー計画は，我々の宇宙に
存在する９０種以上の元素が如何に創られて
きたかを調べられる，世界唯一の装置群であ
る．その中心装置から供給される世界最強の
RIビームを求める研究課題は多く，そのため
の検出装置群の整備は必須である．また世
界唯一の装置には世界中から研究の申し込
みが相次いでいるが，年間５ヶ月の運転では
とてもさばききれていない．この宝の持ち腐
れ状態を解消すべく，運転費の倍増も必要で
ある． 
国際アドバイザリー委員会で選定した各研究
項目，それを遂行する研究費が担保されるこ
とで着実にかつ効率的に研究が進む．

1632

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24004

次世代
がん研
究戦略
推進プ
ロジェク
ト

この
まま
推進
すべ
き

「施策の目的」に記
載のあるがん薬物
療法におけるファー
マコゲノミクスに関し
て「達成目標」以下
には、これに関する
内容が全くなく、違
和感を覚えます。全
体的には、是非とも
推進すべき研究だと
思いますが、ファー
マコゲノミクス研究
を「目的」に挙げる
必要性は乏しいと思
います。

がん研究は、これまでも精力的に実施されて
きましたが、海外に比べて基礎研究で得られ
たシーズを臨床へ応用する基盤が我国で
は、あまりにもぜい弱です。本研究のタイトル
にあるように、まさに、強力ながん研究戦略
推進が必要と思われます。

近年の災害・環境問
題、資源・エネルギ
ー問題を全地球規
模で解決すること
は、全地球人類が
共に貢献し共にそ
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1633

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24159

地球内
部ダイナ
ミクス研
究

この
まま
推進
すべ
き

の益を享受できる。
地球ダイナミクス研
究はこの問題に、科
学的な面から真剣
に、しかも真正面か
ら直接に取り組んで
いる政策であると言
える。さらに、国家
間戦略の枠を飛び
越えて、全地球人類
の共通の課題とし
て、日本の持つ優れ
た科学技術力およ
びそれをこの問題解
決に有効利用する
人的能力を提供し、
国内および国際社
会に益を還元するこ
とができる政策であ
ると言える。

地球環境に関する問題解決では、大雑把な
予見で解決できない。少しの予見の誤差は、
長期的には大きな誤算につながり、人類にと
って取り返しのつかない事態になる恐れがあ
る。地球ダイナミクス研究は地球に関するデ
ータを正確に分析し解析できる世界屈指の研
究機関であり、今後人類がすべき課題をしっ
かりと示す羅針盤の様な非常に重要な役割
を果たしているため。

1634
そ
の
他

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24170

Bepi 
Colombo
(水星探
査プロジ
ェクト)

この
まま
推進
すべ
き

国際協力による未
知の世界の探査
は、日本という国と
して推進すべきこと
だと考えます。

素晴らしい目標に向かって時間をかけて着実
な準備が進められ、完了までの期間も短く、
このまま推進するべきだと考えます。

1635

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24126
ゲノム医
科学研
究事業

この
まま
推進
すべ
き

2003年にヒトゲノム
が解読され、それに
引き続く遺伝子多型
の連鎖不平衡マップ
の整備そして現在、
ゲノムワイド関連解
析、さらに全ゲノム
シークエンスの時代
となり、疾患病態解
明に多大な貢献を
すると考えられてい
る。欧米では多大な
研究費を投入して精
力的に整備されてい
るこれらのゲノム研
究環境について研
究を断ち切らずこれ
までに投入した予算
を引き続き生かして
いくのが望ましい。 

ゲノム解析はタイピング施設、解析設備を要
するため、効率的に運用することが必要であ
り、既存の施設を最大限に運用することによ
り経費節減につながる。

1636

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24105

独）科学
技術振
興機構
運営費
交付金 
「先端的
低炭素
化技術

この
まま
推進
すべ
き

「先端的低炭素化技
術開発」はグリーン
イノベーションの中
核をなす施策であ
り、積極的に進めら
れるべきである。低
炭素かには、排出
量を減らすため技術
と吸収量を増やすた
めの技術がある。い
ずれもが重要であ

現在の二酸化炭素の排出量と吸収量の収支
から判断して、排気量を削減しても低炭素の
方向にむくことは難しい。吸収量を増やすた
めの技術の開発は重要である。

11



設
試
等）

開発」 り、両方を積極的に
進めなければならな
い。

1637

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24014

頭脳循
環を加
速する
若手研
究者戦
略的海
外派遣
事業

この
まま
推進
すべ
き

頭脳循環という新し
いコンセプトによっ
て、若手研究者を海
外に派遣し世界水
準の研究に触れさ
せ、未開拓の様々な
課題に挑戦する機
会を拡大するという
施策は、日本の科
学研究の頭脳を作
るという極めて優れ
たみのである。ぜ
ひ、強力に推進すべ
きである。

若手研究者が、個人のレベルで海外留学し、
個人の責任で研究者として育ってゆくというこ
れまでのやり方を方向転換し、戦略的に若手
頭脳を作るという施策は、かならず成功し日
本の科学のレベルをあげると考える。

1638

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24143

大学院
教育改
革推進
事業のう
ち、グロ
ーバル
COEプロ
グラム

改
善・
見直
しを
した
上で
推進
すべ
き

こういったプログラ
ムに予算を割くので
はなく，通常の科研
費をさらに増額し，
広く交付することで，
教育改革はできると
思う．

人材育成プログラムにおいて，人材を育成す
るために奔走する（した）人たちは，何をより
どころとして頑張ればよいのか？ こんな突
飛なプログラムの運営に頭を痛めたり，金，
もの，時間の運営に神経を過剰に使ったり，
もっというと成果の審査を恐れて，成果を「う
まく」報告しようと努力したり，報告を受ける側
も「うまく」受け取ろうとする．．．内側から見れ
ば，このようなプログラムほど反吐が出るも
のはない．

1639

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24122

革新的
タンパク
質・細胞
解析研
究イニシ
アティブ

この
まま
推進
すべ
き

国民の健康に関わ
るライフサイエンス
において、タンパク
質の構造や細胞の
機能解析に関する
基盤研究は非常に
重要である。また、
ゲノム情報、タンパ
クの発現情報など、
多岐にわたるデータ
を各々の明確な目
的に合わせて解析
する研究も大切であ
る。これらに関する
革新的な研究を推
進する事の重要性
から、革新的タンパ
ク質・細胞解析研究
イニシアティブは積
極的に推進すべき
であると思われる。

私自身、６０歳まで製薬企業の研究所で創薬
の研究をしておりましたが、欧米に比べてラ
イフサイエンスの研究および支援基盤が見劣
りがすると感じております。例えば、製薬企業
が経営上、創薬のターゲットとしない希少疾
患に対する創薬はアカデミアが実施すべきと
考えているが、その為には創薬に関わる技
術基盤の構築と、実際に稼働する組織が必
要と思われる。現在その基盤となっているの
が、本件であると考えられる。

大

 生命科学関係の
世界的研究所およ
び大学院大学を目
指しているのに、学
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1640

学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

内
閣
府

13101

沖縄科
学技術
大学院
大学の
開学準
備

改
善・
見直
しを
した
上で
推進
すべ
き

長が高エネルギー
粒子の物理学者と
いうのは、募集をし
ても適任者が来な
かった証拠に他なら
ない。まだ研究者は
研究費と高額な給
料で集められるが、
優秀は大学院生は
キャリアパスが無け
れば集められない。
沖縄の文化振興を
目指すのなら、この
研究所は琉球大学
の附属研究所にす
るべきである。

世界トップクラスの研究所を作ることは、地の
利とすばらしい実績に恵まれた東京大学でさ
え簡単なことではない。 
ましてや就職活動に不利な沖縄に、優秀な学
生達を世界中から集められるはずが無い。 
このままでは近い将来破綻し、予算の無駄遣
いになるだけであろう。 
 
世界トップクラスの研究と、沖縄の文化振興
は別に考えるべきことである。 
さもないと虻蜂取らずの結果になりかねな
い。

1641

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24107

バイオマ
スエンジ
ニアリン
グ研究

この
まま
推進
すべ
き

今後のエネルギー
問題，環境問題の
解決策として，バイ
オマス園児になリン
グは重要である。目
先の技術的課題だ
けでなく，長期的，
根本的な研究が必
要となる。

バイオマスの基本は光合成による炭素固定
にあります。従って，光合成をおこなう生物で
ある植物の研究は必須と考えられます。

1642

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24184

大学等
産学官
連携自
立化促
進プログ
ラム

この
まま
推進
すべ
き

鹿児島大学のような
地方大学にとって，
地域科学、技術振
興、産学連携、理数
教育に関する支援
事業は不可欠であ
る．

24185,24152,24153,24173,24181,24182,24185, 
24186, 27105,27174についても同意見（この
まま推進すべき）である．

1643

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24177

大強度
陽子加
速器施
設（J-
PARC）

この
まま
推進
すべ
き

計画は着実に実行
されるべきである． 
特に，実験装置群を
整備する予算措置
が必要である． 
現在，30GeVに抑え
られている加速エネ
ルギーを50GeVに上
げるための予算を
計上すべきである．

J-PARCは世界に類の無い大強度高エネル
ギー陽子加速器であり，その大強度ビームを
用いて行う研究の幅はとても広い．にもかか
わらず，現在の装置群はあまりにも数，ひい
ては種類が少なく，行えない研究が多数あり
増強が必要である． 
次に，そもそも50GeVを目標にしたのは，高
いエネルギーでなければ出来ない，または余
りにも効率が悪い研究があるからであり，当
然増強されなければならない．また50GeVに
増強するために必要な研究開発は，電力の
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試
等）

スマートグリッド化に資する技術に直結するこ
とにも留意すべきである．

1644

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24141
特別研
究員事
業

この
まま
推進
すべ
き

日本の次世代の研
究者養成は急務で
ある。日本が科学の
力で世界をリードす
るためには、将来の
研究活動を担う創造
性豊かな若手研究
者の養成が不可欠
である。現在、大学
院生、博士号取得
者の研究生活の状
況はかなり悲惨であ
る。研究奨励金の支
給により、若手研究
者を生き延びさせス
テップアップさせる
必要がある。ぜひ進
めていただきたい施
策である。

現在、私のまわりを見ても、能力と意欲のあ
る大学院生、ポスドクの研究生活の状況はか
なり悲惨である。次の世代を担う研究者とし
て彼らを育てるために、この施策は必ず実行
していただきたい。

1645

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

厚
生
労
働
省

25105

生活習
慣病・難
治性疾
患克服
総合研
究 （１）
循環器
疾患・糖
尿病等
生活習
慣病対
策総合
研究 
（２）腎疾
患対策
研究 
（３）免疫
アレルギ
ー疾患
等予防・
治療研
究

改
善・
見直
しを
した
上で
推進
すべ
き

生活習慣病（糖尿
病・動脈硬化性疾
患）の予算配分の減
額幅が多すぎます．
また，項目として糖
尿病・脂質異常症な
ど生体のエネルギ
ー代謝調節やそこ
から生じる動脈硬化
の発生メカニズム解
析といった基礎研究
分野への予算配分
項目が殆どみられ
ないため，厚生労働
省または文部科学
省で予算措置をし，
減額幅を増やさない
ようにするべきで
す．

全般に癌とiPS細胞への重点的な傾向が伺
えますが，脳血管・心血管障害を併せた動脈
硬化性疾患としての区分での日本人の死亡
率は全身の悪性腫瘍と比肩しており，国民に
とって重大な問題です．糖尿病に対する医療
費だけでも年々増加し1兆5千億円を超えて
いる現状を鑑みると，これら生活習慣病に対
する有効な対策を講ずる研究は国家的急務
である筈です．これら動脈硬化性疾患は癌よ
りも経過が長いため，先送りの対応をしがち
ですが，個々の患者と同様，先送りの結果10
年後に重症化した合併症で反復して国家財
政を逼迫に陥れることが予想されます．癌対
策と同様に喫緊の予算配分措置が必要な分
野です．

1646

民
間
企
業

40
～
49
歳

経
済
産
業
省

27007

次世代
印刷エ
レクトロ
ニクス材
料・プロ
セス基
盤技術
開発事
業

この
まま
推進
すべ
き

この分野の研究開
発を国策として推進
すべき。 

この分野の研究開発は欧米そしてアジア諸
国の方が熱心に進められている。その一方、
そのための印刷機等の装置、関連資材は日
本から輸出されている例が多々ある。規模の
大きな産業とするには、部材提供だけでなく、
それを用いた製品そのものもターゲットにす
べきであるから。

大
学・
公

関係者の多大なる
努力により，ボトム
アップの研究費補助
金として整備されて
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1647

的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

この
まま
推進
すべ
き

きました．審査員の
増員，審査結果の
開示，評価結果フィ
ードバックなども進
み，我が国の研究
費制度の中で最も
透明性の高いもの
になっています．平
均採択率少なくとも
30%が確保できるよ
う，更なる増額を望
みます．

「あたる」「はずれる」という言い方があります
が，多くの「はずれ」は，惜しいところで採択可
能件数に届かなかったものです．運営費交付
金が削減され続ける中，大学の研究者が長
期的視野で研究に取り組むためには，科研
費の採択率の増加が望まれます．

1648

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24181

イノベー
ションシ
ステム
整備事
業（地域
イノベー
ションク
ラスター
プログラ
ム）

この
まま
推進
すべ
き

地域イノベーション
クラスタープログラ
ムは地域の大学を
核とした産学官連携
の非常に優れた取
組みであると思いま
す。着実に成果に結
びつく研究が多数進
行しており、地域か
ら発信できる実用化
に向けた成果が非
常に期待されます。
その推進体制が整
備されていることも
含め、さらに積極的
な予算措置により事
業を強力に推進して
いただくことをお願
いしたいと思いま
す。

地域の核となる大学を中心にして、地域の開
発意欲のある製造業が多数参加しており、地
方自治体の研究機関の他、各種支援機関の
連携により非常に良い産学官連携体が組ま
れていると思います。これは、地域にイノベー
ション創出の基盤をつくり、地域産業を活性
化するための非常に優れた事業で、地域へ
の波及効果が大変大きいと期待されるため。

1649

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24008

テニュア
トラック
普及・定
着事業

この
まま
推進
すべ
き

優れた若手研究者
がその能力を発揮
出来る自立的環境
を整備し、そこで優
れた研究成果を挙
げたものにはテニュ
アポジションを与え
ることで、若手が希
望を持って科学研究
を行うという進路を
選ぶことができるよ
うにすることが重要
である。また、例え
ば留学先で優れた
研究成果を挙げて
いるが、国内に研究
を遂行する適当な
場所がないために
帰国しないでいる若
手研究者が、そのま
ま海外への頭脳流
出とならないように
するためにも、この
事業は重要である。

我が国における若手研究者が自立して研究
を遂行できる環境の整備は極めて不十分で
ある。優れた研究能力を有する若手研究者
に自らのアイデアに基づいて独立して研究が
遂行できる場所と十分な研究支援を与えて
研究をさせ、そこで優れた成果を挙げた研究
者にテニュアポジションを与えることで、今後
の更なる研究の発展を促すというこの事業
は、これからの日本の科学研究の進展を図
る上で極めて重要な取り組みである。
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1650

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24143

グロー
バル
COEプロ
グラム

この
まま
推進
すべ
き

本プログラムは，大
学院博士課程の学
生に対して海外での
研究発表の機会を
与え，国際的インタ
ーンシップへの参加
を容易にするもので
あり，国際的な研究
者養成にとって極め
て有効な支援を行う
ためのものです．し
たがって，是非この
まま推進すべきもの
と提言します． 

最近の若者の意識は内向きとなりつつあり，
海外での留学や就職はもとより，海外での経
験や交流すら積極的に望まない傾向がある
ことが指摘されています．これは博士課程へ
の進学意欲の低下とともにわが国の科学技
術の発展とその国際的水準の維持を危うくす
る憂うべき問題です．この点，グローバル
COEプログラムは優秀な博士課程学生の海
外での発表および研修を奨励する制度であ
り，日本の活力を世界にアピールするために
も極めて有効なものと判断いたします．

1651

民
間
企
業

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24126
ゲノム医
科学研
究事業

この
まま
推進
すべ
き

国策として推進すべ
き

今後の高齢化社会に向けた主要疾患に対す
る効率的・効果的な診療方法を確立すべきで
あるから

1652

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24119

ナショナ
ルバイ
オリソー
スプロジ
ェクト

この
まま
推進
すべ
き

ナショナルバイオリ
ソースプロジェクト
（酵母）は、菌株、遺
伝子を系統的に管
理保管し、全世界へ
の頒布を行ってい
る。この間プロジェク
トの有用性は、広く
世界中で認識され
ており、今後も同様
のサポートがされる
べきである。

このようなプロジェクトがないと、これまでの
研究遺伝資源が時間の経過とともに霧散し
てしまい、研究の進行を著しく遅らせることに
なる。目に見える形での日本の世界への貢
献としての役割も担っている。

1653

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24177

大強度
陽子加
速器施
設（J-
PARC）

この
まま
推進
すべ
き

J-PARCは，世界最
高強度の高エネル
ギー陽子加速器とし
て，中性子，原子
核，およびニュートリ
ノ研究の世界的拠
点となりつつある．
このビーム強度を向
上し，世界に対して
リードを保ち続ける
ことは必須．

ドイツが今年からFAIR加速器群の建設に着
手するなど，大強度陽子加速器は今後も国
際的な競争が続く．いち早く完成したJ-PARC
の優位性をより長い期間保つために，絶え間
ない開発と加速器整備が望まれる．

石油は我が国のエ
ネルギー安定供給
の要であり、エネル
ギー供給構造高度
化法においても更な
る高度利用の促進
が謳われている。一
方、石油精製工程で
排出される二酸化
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1654

公
益
法
人

50
～
59
歳

経
済
産
業
省

27022

重質油
等高度
対応処
理技術
開発委
託費

この
まま
推進
すべ
き

炭素は約４千万トン
／年と大量であり、
積極的な削減策が
求められるものの、
既に世界トップレベ
ルのエネルギー利
用効率を誇る我が
国の石油精製業に
おいて、既存技術の
組み合わによる対
応では、効果には自
ずと限界がある。か
かる観点より、本件
はエネルギーの高
度利用ならびにグリ
ーンイノベーション
の双方の観点より、
国の事業に相応し
い重要な意義を持
つものである。

本件の核となるペトロリオミクス技術は、アス
ファルテンやヘテロ化合物を含む、膨大な種
類の分子の複雑な混合物である石油、中で
も重質について、その詳細構造を最先端の
分析技術で明らかにし、それらの複雑な反応
経路を最先端の計算科学的手法と情報処理
技術を駆使して解明するものである。例え
ば、重質油分解のように極めて複雑な反応を
解析し、従来技術の延長線上にはない飛躍
的な効率化をもたらすなど、いわば我が国石
油精製の再生プログラムにつながるものとし
て、かつて無い期待を持つことができる。

1655

民
間
企
業

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24116

オーダ
ーメイド
医療の
実現プ
ログラム

この
まま
推進
すべ
き

国策として推進すべ
き

このような診療方法を確立することは、医療
費削減につながるだけでなく、我が国の成長
産業として期待されるから

1656

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24020

イノベー
ションシ
ステム
整備事
業（イノ
ベーショ
ン成長
戦略実
現支援
プログラ
ム）

この
まま
推進
すべ
き

民間各社は、大学
等研究機関発の新
しい技術や材料、情
報を自社製品に応
用できないか、常に
情報収集・検討を行
っている。それらの
企業を支援していく
システムを構築する
ことは必要です。

大学等研究機関の研究成果を地域の活性化
につなげるシステムを構築するために必要な
ため。県内各社は、新しい技術や材料、情報
を自社製品に使えないか、常に情報収集して
いる。これらの成果を広めるための支援は必
要とされているため。

1657

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24130

ライフサ
イエンス
基盤研
究領域
事業 
（内、オ
ミックス
基盤研
究）

改
善・
見直
しを
した
上で
推進
すべ
き

生活習慣病（糖尿
病・動脈硬化性疾
患）の予算配分の減
額幅が多すぎます．
また，項目として糖
尿病・脂質異常症な
ど生体のエネルギ
ー代謝調節やそこ
から生じる動脈硬化
の発生メカニズム解
析といった基礎研究
分野への予算配分
項目が殆どみられ
ないため，厚生労働
省または文部科学
省で予算措置をし，
減額幅を増やさない

全般に癌とiPS細胞への重点的な傾向が伺
えますが，脳血管・心血管障害を併せた動脈
硬化性疾患としての区分での日本人の死亡
率は全身の悪性腫瘍と比肩しており，国民に
とって重大な問題です．糖尿病に対する医療
費だけでも年々増加し1兆5千億円を超えて
いる現状を鑑みると，これら生活習慣病に対
する有効な対策を講ずる研究は国家的急務
である筈です．これら動脈硬化性疾患は癌よ
りも経過が長いため，先送りの対応をしがち
ですが，個々の患者と同様，先送りの結果10
年後に重症化した合併症で反復して国家財
政を逼迫に陥れることが予想されます．癌対
策と同様に喫緊の予算配分措置が必要な分
野です．
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ようにするべきで
す． 

1658

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

農
林
水
産
省

26001

メタゲノ
ム解析
による沿
岸漁場
モニタリ
ングと漁
業被害
の予測・
抑制技
術の開
発

この
まま
推進
すべ
き

目的として漁場被害
の予測・抑制にとど
まらず，健全な沿岸
環境の維持・保全・
改善も視野に入れ
る方が良いと思いま
す。健康な環境があ
ってこそ，健全な漁
業資源も得られま
す。

海洋は二酸化炭素を含む様々なガス交換を
通じて大気と関連しており，地球環境にも大
きな影響を与えています。特に沿岸海域は，
人間活動の影響をもっとも大きく受けている
ため，その分，よく考えて利用しなければ，長
い目で見て大きな環境被害を招きかねませ
ん。特に，日本のみならず世界中で沿岸域の
開発が急速に進められている現在，日本が
モデルとして，有効な沿岸環境の利用政策を
作り上げる必要が有ります。

1659
そ
の
他

60
歳
～

文
部
科
学
省

24007

細胞動
態システ
ム科学
基盤研
究事業

この
まま
推進
すべ
き

細胞はヒトなど高等
真核生物の生命単
位であり、これを最
先端計測、高性能
計算、シミュレーショ
ンなどの手法によ
り、どの動態を解明
していく研究は斬新
であり、国家単位で
是非推進発展させ
ていくプロジェクトで
ある。

細胞機能を理論的に解明することができれ
ば、細胞動態を自由に操り、病態の解明・治
癒に直接むすびつけることができ、現政権が
かかげているライフイノベーションと直結す
る。

1660

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24138

Bファクト
リー加速
器の高
度化に
よる新し
い物理
法則の
探求

この
まま
推進
すべ
き

小林・益川両氏の研
究を乗り越え、新し
い現象を発見するた
めには、かならずや
らねばならない実験
である。この研究は
日本が主導してきた
ものであり、蓄積の
あるものなのでかな
らず成功すると考え
る。ぜひこの施策を
実行していただきた
い。 

小林・益川理論を超える新しい物理法則の発
見が期待できる。次のノーベル賞をめざして
実行できる施策である。

1661

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24140

RIビーム
ファクト
リー計画
の推進

この
まま
推進
すべ
き

不安定原子核(RI)の
加速器施設は，世
界で激しい競争があ
る．その中で，理研
のRIBFはいち早く完
成し，今後10年は世
界一の施設として分
野のトップを走ること
が期待されている．
装置開発を行うとと
もに，十分な運転時
間を確保し，研究成
果を出し続けてゆく
ことが必須である．

米国のFRIBやドイツのFAIRなど，今後も強力
なRIビーム施設の建設が世界各地で行われ
るが，我が国のRIBFはいち早く完成してお
り，どんどん成果を出し続けることが求められ
る．
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1662

民
間
企
業

30
～
39
歳

経
済
産
業
省

27007

次世代
印刷エ
レクトロ
ニクス材
料・プロ
セス基
盤技術
開発事
業

この
まま
推進
すべ
き

賛成。
材料の少量化、最終的にはエコに繋がるた
め。

1663

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

この
まま
推進
すべ
き

新たな科学技術の
発展につながる、研
究者の独自の発想
に基づく創造的な研
究を支援する極めて
重要な施策であり、
更なる推進を図るこ
とが望まれる。

科学研究費補助金は研究者の自由な発想か
ら生まれる創造的な研究を支援するもので、
この事業無しには、そのような研究成果が日
本から生まれることは困難である。知の革新
を生み出して世界に貢献すると共に、世界と
の競争に打ち勝つためにも、この施策はもっ
とも重視されるべきである。

1664

民
間
企
業

20
～
29
歳

経
済
産
業
省

27007

次世代
印刷エ
レクトロ
ニクス材
料・プロ
セス基
盤技術
開発事
業

この
まま
推進
すべ
き

他国よりリードした
製品を作るための
技術開発は必要で
す。

プリンタブルエレクトロニクスの分野は今後伸
びるものであると思います。

1665

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

農
林
水
産
省

26003

画期的
な農畜
産物作
出のた
めのゲノ
ム情報
データベ
ースの
整備

改
善・
見直
しを
した
上で
推進
すべ
き

施策番号26001な
ど，ゲノム情報を
様々な目的で用い
る試みは，多くの課
題で挙げられていま
す。少なくとも同一
の所轄官庁が関わ
る情報である限り，
相互に利用しやす
い共通のプラットフ
ォームを目指してい
ただきたいと思いま
す。

限られた予算を有効に使用し，広く，長く利用
し続けることが，社会に対する説明責任だと
思います。さらに農林水産行政においては，
大学や研究機関の専門研究者だけではなく，
将来的には従事者や中学校，高等学校など
での利用も見据え，国民に農林水産分野の
研究の成果をわかりやすく公開すべきです。

1666

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24174

革新的
ハイパフ
ォーマン
ス・コン
ピューテ
ィング・
インフラ

この
まま
推進
すべ
き

近い将来必ず到来
する高度生命情報
化社会では、個々の
人間毎のゲノム情
報に基づく総和とし
ての膨大な天文学
的計算量を日々捌
かなければならな
い。従って、高速並

第一はエコにつながることである。今日は計
算機の消費電力と抵抗熱放出量は大きなも
のとなっている。上記のように将来さらなる高
速化が求められるので、消費電力と抵抗熱
放出は膨大になり、ハードウエア、ソフトウエ
アのHPC計算手法の効率を最大化させること
が地球環境にとってもエコである。第二に、そ
のような基礎研究に投資しない場合、欧米や
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公
設
試
等）

（HPCI）
の構築

列化計算のハード
ウエア／ソフトウエ
ア基礎研究は推進
すべきである。

中国などの他国に近未来の日本の情報基盤
を支配されてしまう。情報を制したものが勝者
となるのではないでしょうか。

1667

民
間
企
業

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24177

大強度
陽子加
速器施
設（J-
PARC）

この
まま
推進
すべ
き

「超低速ミュオンの
早期実現」 
「世界最高パルス強
度ミュオン源により，
ミュオン研究の世界
拠点化」

日本が世界に誇る技術であり、学術・産業に
革命的な進展をもたらすことが予想されるか
ら。

1668

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24019

数学・数
理科学
と他分
野の連
携拠点
形成支
援プログ
ラム

この
まま
推進
すべ
き

数学と他分野の連
携を今後大いに進
めるべきであり、そ
のためにはより多く
の資金を投資すべ
きである。

欧米では数学と諸分野の協働が進んでおり、
遺伝子解析、コンピュータネットワークなど、
多くの分野で成果が上がっている。一方日本
では数学が諸分野から孤立しており、このま
までは技術発展において諸外国に遅れをと
ること必至である。日本の将来のため早急に
数学／数理科学との連携をはかることは急
務であると思われる。

1669

民
間
企
業

40
～
49
歳

経
済
産
業
省

27007

次世代
印刷エ
レクトロ
ニクス材
料・プロ
セス基
盤技術
開発事
業

この
まま
推進
すべ
き

次世代印刷エレクト
ロニクス材料及びそ
のプロセス基盤技術
開発を行う事で日本
の基幹技術発展に
繋がり、また省エ
ネ、省資源化を進め
る事が出来る。

次世代印刷エレクトロニクス材料及びそのプ
ロセス基盤技術開発を行う事で日本の基幹
技術発展に繋がり、また省エネ、省資源化を
進める事が出来る。

1670

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24176

光・量子
科学研
究拠点
形成に
向けた
基盤技
術開発

この
まま
推進
すべ
き

積極的に推進すべ
きである。

X線偏光制御やイオンビームによるナノ加工
などで世界最先端の研究成果を得られつつ
あることから、今後も継続的に研究成果が見
込まれるため。

1671

民
間
企
業

30
～
39
歳

経
済
産
業
省

27007

次世代
印刷エ
レクトロ
ニクス材
料・プロ
セス基
盤技術
開発事

この
まま
推進
すべ
き

これからは、企業レ
ベルで開発に取り組
むのではなく、国家
レベルで開発に取り
組まなければ、韓国
や台湾、欧米に対
抗することは難しく
なるはずですので、

有機半導体デバイスを安価に作成するため
には、プリンテッドエレクトロニクスの技術開
発が必須であり、プロジェクトをこのまま推進
し、日本の科学技術を発展させる必要がある
と思います。
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業 このまま推進すべき
だと思います。

1672

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24149

国立大
学法人
等施設
の整備

この
まま
推進
すべ
き

国立大学法人は我
が国における研究
者を養成する主要
な組織である。優れ
た研究者を養成し、
外国との競争に打
ち勝っていくために
も、それにふさわし
い国立大学法人施
設等の整備が重要
である。

優れた環境の整備なしに、世界と競争してい
ける研究者の養成は困難である。したがっ
て、世界と競争し、そこで勝利する研究者を
養成しているもっとも主要な組織である国立
大学法人の施設等の整備は極めて重要な施
策である。

1673

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24001

大学発
グリー
ン・イノ
ベーショ
ン創出
事業

この
まま
推進
すべ
き

時宜にかなった事
業であり、一層の推
進を望む。グリーン
イノベーションの最
終的な実用化の適
用先として、大学の
地域性や特色を生
かし地域経済活性
化に貢献する方策
を真剣に考案するこ
とが重要であり、そ
のような視点からの
提案を奨励すべきで
ある。

グリーンイノベーションは最終的には国土の
狭い日本ではなく海外の発展途上国で実用
化すべきであるという比較的単純な議論がし
ばしば大学研究機関でも語られる。しかし、
本事業でも目標のひとつとなっている人材育
成の先にもとめられる雇用を創出していく意
味で、グローバル化の視点のみならず、大学
の地域性や特色を生かし地域経済活性化に
貢献する方策を考案することも重要であり、
そのような施策誘導が望まれる。

1674

民
間
企
業

30
～
39
歳

経
済
産
業
省

27007

次世代
印刷エ
レクトロ
ニクス材
料・プロ
セス基
盤技術
開発事
業

この
まま
推進
すべ
き

インクジェットによる
生産技術開発は進
めるべき。インクジェ
ットの開発にはイン
クの開発も、基板側
の表面処理条件の
開発も同時に進め
ることが必須条件。

インクジェットによる生産プロセスはフレキシ
ビリティーがあり、版が不要なことから廃棄物
を減らすことができ、無駄が少ないことから、
今後の生産技術に求められるエコな技術で
ある為。

1675

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24134

戦略的
創造研
究推進
事業(社
会技術
研究開
発事業
を含む）

この
まま
推進
すべ
き

本事業を推進すべ
きである。

過去にiPS細胞などを生んだ本事業は、他の
トップダウンプロジェクトと比べて、ハイリス
ク・ハイリターンな包芽的研究を支援するとい
う特色がある。このような研究は民間では困
難であるので、国としては積極的に支援して
いくべきであると考える。

漁場環境の悪化は
炭酸ガスやメタン，
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1676

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

農
林
水
産
省

26102

気候変
動に対
応した循
環型食
料生産
等の確
立のた
めの技
術開発

この
まま
推進
すべ
き

亜酸化窒素などの
温暖化ガスを多量
に生産します。また
温暖化による海水
温の上昇は，魚介
類の感染症の増大
を招き，それを防ぐ
ための抗生剤や薬
剤の使用量を増や
します。今後は，漁
場環境保全やそこ
から排出される温暖
化ガスの挙動（未解
明）にも焦点を当て
ていただきたいと思
います。

今のところ，陸上の農作物が今後進むと思わ
れる温暖化に関わる施策の焦点になってい
ます。しかし，海洋環境は陸上よりも多量の
温暖化ガスを生産しており，今後より重要に
なります。また，温暖化が進むとシガテラなど
の熱帯性の有毒微細藻由来の病害が拡大
すると考えられ，早急な対応策が必要です。

1677
官
公
庁

40
～
49
歳

外
務
省

22101

地球規
模課題
に対応
する科
学技術
協力

この
まま
推進
すべ
き

JICAが事業仕分け
を受けた影響で、す
ぐに成果が出る国
際協力しか行なわ
れないようになって
しまった。長期にわ
たりじっくりと取り組
むべき科学技術分
野では日本の特性
を活かし、アジア太
平洋地域での効果
的な協力関係を作り
出していけるもので
あり、国際協力の短
期成果主義的傾向
は大いに問題があ
る。したがって、地
震火山防災など我
が国が先進的な分
野での協力を行うこ
とができる本施策は
有効性が高い。今
年度発生したインド
ネシアの火山噴火
などでもこの枠組み
で行われている共
同研究チームが活
躍したと聞いてお
り、さらなる推進を
期待する。

JICAが事業仕分けを受けた影響で、すぐに
成果が出る国際協力しか行なわれないように
なってしまった。長期にわたりじっくりと取り組
むべき科学技術分野では日本の特性を活か
し、アジア太平洋地域での効果的な協力関係
を作り出していけるものであり、国際協力の
短期成果主義的傾向は大いに問題がある。
したがって、地震火山防災など我が国が先進
的な分野での協力を行うことができる本施策
は有効性が高い。今年度発生したインドネシ
アの火山噴火などでもこの枠組みで行われ
ている共同研究チームが活躍したと聞いてお
り、さらなる推進を期待する。

1678

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24176

光・量子
科学研
究拠点
形成に
向けた
基盤技
術開発

この
まま
推進
すべ
き

加速器を用いた新し
い光源の開発は，
我国の基礎科学の
発展と産業応用が
最も強く期待される
重要な基盤技術で
ある．是非とも継続・
発展させるべきであ

加速器技術は以前から我国が多くの点で先
導している先端技術である．現在，加速器の
利用分野が従来の原子核，素粒子実験，医
療用のみでなく新しい高輝度光源として広が
っており，光科学への応用が加速器科学の
世界的な潮流となっている．我国は，SPring-
8で自由電子レーザーが建設されている点で
国際的にトップを走っているが，その周辺の
様々な技術開発・利用技術，自由電子レーザ
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公
設
試
等）

る． ー以外の加速器における光源開発など基盤
技術開発がトップの技術を支えるために必要
である．

1679

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24012

博士課
程教育
リーディ
ングプロ
グラム

この
まま
推進
すべ
き

実際に広く世界で活
躍し、社会に貢献で
きる博士人材の育
成はわが国の今後
の発展に欠かすこと
ができない。これま
での博士人材がとも
すれば陥ってきたよ
うに専門分野のみ
において深い知識を
有するのではなく、
国際性や社会性に
おいても優れ、社会
や世界に広く適応で
き、起業家精神も併
せ持って活発に活
動できる幅広い人材
の養成こそが急務
である。本施策によ
って、大学の博士課
程が大学側、研究
側の論理のみでは
なく、より社会に貢
献できる体制に改変
できることを強く望
む。

これまでポスドクが大きな問題となってきたの
は、彼らが専門分野においてのみ過大に自
信をもつ一方、社会に適応できる能力面で少
なからず欠陥があったことに起因していると
考えられる。その結果、企業は使いにくく、時
には生意気にも見える博士人材を雇用しよう
とは考えず、あたら有能な人材を無駄にする
愚を犯す社会となっていた。企業でも十分評
価される博士人材の育成は急務であり、ま
た、企業側も新しい博士像を形成し、積極的
に活用する必要がある。このような博士像の
新たな構築のためにこそ本プログラムを役立
ててほしい。 

1680

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

この
まま
推進
すべ
き

大いに推進すべき
である。

国立大学の交付金が減らされる中、科学研
究費は研究推進のための大きなよりどころで
ある。特に純粋数学や人文科学など、応用に
向かない分野においては研究に不可欠であ
る。よって本施策は大いに推進すべきであ
る。

1681

民
間
企
業

50
～
59
歳

経
済
産
業
省

27007

次世代
印刷エ
レクトロ
ニクス材
料・プロ
セス基
盤技術
開発事
業

この
まま
推進
すべ
き

次世代印刷エレクト
ロ材料・プロセス（プ
リンタブルエレクトロ
ニク技術）で世界を
リードすることは、我
が国の重要な産業
分野であるエレクト
ロニクおよび化学の
振興に大いに寄与
するので積極的に
推進すべきである。

プリンタブルエレクトロニクスはフォトリソなど
に較べ大掛かりな設備を必要としない。材料
使用量の削減や省エネルギーに貢献するこ
とが出来るなどの特徴がある。他の国との競
争力強化のためには、本技術は必須と考え
られる。プリンタブルエレクトロニクスを早期
に確立し、グリーンイノベーションを通じた新
産業創出を図ることが望ましい。

世界の第一線の研
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1682

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

～
19
歳

文
部
科
学
省

24136

WPI世界
的イニシ
ャチブプ
ログラム

この
まま
推進
すべ
き

究者が結集する優
れた研究環境と高
い研究水準という目
的に合致する程の
世界的に有名な研
究員が集結してお
り、瞠目に値する。
グローバルスタンダ
ードに相応しい先進
的なシステム改革も
着実に行われてい
るようでありイノベー
ション創出による我
が国の成長力強化
に資したいのでこの
ままの勢いにて推
進を 
強く望む

世界トップレベル研究拠点の形成という目標
に向って着実に課題をクリアして行っている
ため

1683

民
間
企
業

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24148

理科教
育等設
備整備
等補助
金

改
善・
見直
しを
した
上で
推進
すべ
き

平成２１年度、新学
習指導要綱に対し
て移行期間からの
準備とし大型予算が
実施され、一通り整
備されたかのように
思いがちです。 
しかし、学校現場、
地域によってばらつ
きがあり、教育を受
ける側で、公平さを
保っていないように
思います。 
その上、平成２２年
度、平成２３年度と
激減からさらに１
０％カットの予算で
は、整備が進んで行
かず不公平さを埋
めていくことがさらに
遅れていくように思
います。 
整備状況の確認、
現場からの要求状
況を踏まえ、予算要
求額を増額見直して
判定していただきた
く思います。 

・平成２１年度に補正予算を受けていないとこ
ろと受けたところでは整備率に開きがありす
ぎる。 
・新学習指導要綱に改訂される最低整備品を
選定して不公平さをなくしてほしい。 

1684

民
間
企
業

50
～
59
歳 文

部
科
学

24133
科学研
究補助
費

この
まま
推進
すべ

日本は科学技術立
国であり、その原資
となる科学技術の基
礎的研究は大学等
教育機関で実施さ
れるべき、すなわち
一般企業において
はなかなか困難なも
のへの投資が日本
の経済への発展へ

同上
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省 き と繋がる。この点を
考慮した研究資金
援助は政府が当然
行うべき行為であり
これを減額すること
は、日本経済の破
綻に繋がる。

1685

民
間
企
業

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24175

次世代
スーパ
ーコンピ
ューティ
ング

この
まま
推進
すべ
き

科学大国日本を維
持するためにも、こ
の施策の予算を削
られては困ります。
日本が唯一誇れる
技術系予算を削るこ
とは、国力を脅かす
と思います。

特に医療に関する研究について、この技術が
大きな可能性を持っていると聞き、予算削減
に危機感を覚えます。今後、高齢化社会にな
るこの日本で、医療は国家レベルで取り組ま
なければならない課題なはずです。ぜひと
も、こま施策を推進していただきたく、お願い
申し上げます。

1686

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的
タンパク
質・細胞
解析研
究イニシ
アチブ

この
まま
推進
すべ
き

 タンパク質研究に
ついては、日本では
放射光施設やNMR
などのタンパク質の
構造解析に関する
基盤が整備されて
いて、優秀な研究者
が育ってきているこ
とから、ライフサイエ
ンス分野の中でも、
十分に競争力のあ
る分野である。既存
技術では解析困難
だったタンパク質の
構造解析に的を絞
った研究プロジェクト
が、欧米でもスター
トしており、日本は
わずかながら先んじ
ていて、欧米諸国と
激烈な競走を繰り広
げている。タンパク
質の構造解析は、
一番乗りが決定的
に重要であることか
ら、本研究プログラ
ムは概ね順調に進
展して成果を挙げつ
つあることから、基
本的にはこのまま推
進するべきであると
考える。

 タンパク質研究については、医療・産業へ
の応用の面で重要なタンパク質は限られてお
り、その構造および機能を解明したところが、
特許等を押さえて創薬等に関する国際的なイ
ニシアチブを取る。「Wanted !」の賞金首が並
べられていて、誰が賞金をモノにするのか国
際的に競争している状況にある。 
 欧米でも既存技術では解析困難だったタン
パク質の構造解析に的を絞った研究プロジェ
クトがスタートしており、この点に関しては本
プログラムの先見性が光る。本プログラムに
より世界をリードしているタンパク質も数多く、
Nature誌をはじめとした一流の国際誌に多数
の論文が発表されている。

大
学・
公
的
研
究
機 60

文
部 科学研

改
善・
見直
しを

科学研究費補助金
は我が国の基礎研
究を支えているとい
う意味で非常に重要
であり，引き続き重
点施策としてお願い
したい．ただし，現
行の配分方法につ
いては若干の見直

研究成果（論文）の増加に大きく貢献すると
考えられる． 
日本における研究論文数は平成19年頃をピ
ークに減少傾向を示している．この原因につ
いては踏み込んだ分析が必要であるが，理
由の一つに研究者(特に若手）の研究費が少
なくなっているのではないかと心配される．国
立大学の法人化以降，各大学ではそれまで
ほぼ均等に配分していた基盤的研究費を大
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1687

関
（独
法・
公
設
試
等）

歳
～

科
学
省

24133

究費補
助金

した
上で
推進
すべ
き

しが必要であると考
えている．ポイントは
若手に対し，金額が
少なくてもできるだ
け多くの応募者(特
に若手研究者）に行
き渡るよう制度設計
を見直して頂きた
い．

幅にカットし，競争的資金による研究を推奨し
てきている．競争的資金は基本的に実績の
ある研究者あるいはグループが獲得する可
能性が高く，研究を始めてあまり時間がたっ
ていない若手にとっては研究費の獲得は大
きな問題である．科学研究費は，もっと若手
に手厚く，また金額が少なくてもできるだけ多
くの研究者に行き渡るよう，制度設計をお願
いしたい．

1688

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24116

オーダ
ーメイド
医療の
実現プ
ログラム

この
まま
推進
すべ
き

病気の予防、治療
において患者の一
番の願いは身体的
苦痛をなくすことだと
思います。予め罹り
やすい疾患がわか
っている、効果があ
る薬の量がわかっ
ているということは
患者の願いをかな
えることに直接つな
がりさらに経済的負
担を軽減することに
もつながります。オ
ーダーメード医療の
実現に向けて研究
を推進すべきだと思
います。

第1期プロジェクトで収集したサンプル、臨床
情報のデータベースは大変貴重なもので、今
後これらのサンプル、データベースを活用す
ることでこれまでの成果をみても世界的に重
要な成果を得られると考えられます。また日
本人集団は他国に比較して人種の出入りが
少ないという歴史的背景がありゲノム解析に
おいては均一な結果が得られやすいという利
点があります。これらの理由から日本はオー
ダーメイド医療の実現プログラムを推進し世
界をリードしていく立場にあると考えられま
す。

1689

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

改
善・
見直
しを
した
上で
推進
すべ
き

科学研究費補助金
は、全研究領域をカ
バーする唯一の基
礎研究費であり、研
究者にとっては不可
欠な研究費である。
よって、改善・見直し
を行った上で強力に
推進すべき施策で
ある。

国立大学法人においては、毎年運営費交付
金が削減され研究者の研究費に著しい影響
が生じている。このままでは将来的な科学技
術の停滞につながりかねない状況である。こ
の状況において科学研究費補助金は、研究
者が積極的に研究をアピールし採択されるも
のであり、研究に対するモチベーションも高い
ことから成果が大いに期待できる。

1690

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的
タンパク
質・細胞
解析研
究イニシ
アティブ

この
まま
推進
すべ
き

ライフサイエンスの
基礎研究と医療現
場での実用化のた
めの臨床研究の間
を担う発展研究のた
めの研究基盤とし
て、特に創薬等支援
技術基盤プラットフ
ォームを充実するべ
きである。

我が国の数少ない外貨獲得産業である製薬
産業と、これに基礎的知見や技術を供給する
大学・公的研究機関の研究基盤を充実する
ことで、中長期的な観点で国民の健康および
経済発展への還元が期待されるため。

研究内容に関しても
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1691

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24177 J-PARC

改
善・
見直
しを
した
上で
推進
すべ
き

っと精査し、世界的
に優れた成果が期
待できる分野に特化
し、予算の効率的配
分を行うべきであ
る。中性子およびニ
ュートリノに集中した
研究展開を行い、ミ
ュオンやハドロンの
一部等、今後もイン
フラ的予算を必要と
する開発途上の分
野においては、他の
研究施設の活用や
融合等、分割や整
理も含めて組織体
制を再検討すべきで
ある。

Ｊ－ＡＰＲＣは世界に冠たる日本の代表的研
究施設である。しかしながら、国家予算の効
率的活用という観点から組織運営体制の整
理・効率化が必要である。Ｊ－ＡＰＲＣは予算
規模にみあった成果（典型的にはノーベル
賞）をだすポテンシャルを持つ。企業では当
然のことであるが、ミュオンや素粒子実験の
一部等、既存の他の研究施設を活用すること
でも十分研究が展開できる場合もある。新た
なインフラ整備に予算を投入することよりも、
その予算を活用しかつＪ－ＰＡＲＣの運営形
態を特化・先鋭化することによってノーベル賞
級の研究結果を効率よくかつ確実に狙うべき
である。

1692

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24005

橋渡し
研究加
速ネット
ワークプ
ログラム

この
まま
推進
すべ
き

基礎研究の成果を
実際の医療に活用
するための橋渡しを
する研究を推進する
ため、このまま推進
すべきと考えます

先進医科学分野の研究等を医療に役立てる
ために有用な研究シーズを発掘・育成し、橋
渡し研究全体の取り組みをより多くの方々に
理解していただくための普及・啓発活動を行
っていくためには５年では明らかな結果が出
ると言い難く、またこれから大いに伸びていく
可能性があること。

1693

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

この
まま
推進
すべ
き

強く推進すべきであ
る。特に，各専門分
野の特性に配慮し
て，その分野の実情
にあったきめの細か
い配分を心がける
べきである。

大学・高等研究所における科学研究の重要
な経費である。特に，企業等からの援助が大
きくない基礎科学では研究遂行上必要不可
欠な経費であるが，その一方，日本の多くの
基礎科学分野は，今や世界をリードする立場
にある。その現状に鑑み，基礎科学が科学
研究費補助金に期待するところは大きい。

1694

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24165

高度な３
Ｓ「人
材・技
術」を活
かした日
本発原
子力の

この
まま
推進
すべ
き

日本発原子力の世
界展開は、今後の
世界的なエネルギ
ー問題、地球温暖
化問題等を解決す
るために、これまで
培った日本の技術
が生かせる絶好の
機会であり、経済国
際戦略上も大きく期

核不拡散／保障措置や核セキュりティは日
本の原子力開発や利用の中でこれまで積極
的に取り組み世界的にも評価されている。更
に放射性廃棄物処理処分についても研究開
発、技術開発が積極的に進められ、原子力
施設の廃止措置等の技術基盤も整備されれ
ば、技術的優位性が確保され、これらのトー
タルシステムを活かすための人材育成も加
え、原子力利用のトータルパッケージとしての
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公
設
試
等）

世界展
開

待が持てる分野で
あり、ぜひ積極的に
推進すべきと考え
る。

輸出技術システムとなりえる。日本の世界戦
略技術として大きな可能性があることから積
極的な推進を期待したい。

1695

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24020

イノベー
ションシ
ステム
整備事
業(イノ
ベーショ
ン成長
戦略支
援プログ
ラム)

この
まま
推進
すべ
き

地域における現状
は、過疎高齢化と効
用の悪化に直面し
ており、地域イノベ
ーションの創出は待
ったなしの状況にあ
る。小生の所属する
金沢大学イノベーシ
ョン創成センターは
本事業の「大学等産
学官連携自立化促
進事業(機能強化支
援型）」を実施してき
ており(今年度が３
年目)、中間評価で
は「A」にもみられる
ように、地域からも
高い評価を受けて
いる。引き続き精力
的に展開してまいり
たい。

地域イノベーションにおける産学官連携活動
の役割は、社会構造の壁を乗り越えての活
動であり、すでに、農商工連携、医商工連携
活動を地元自治体や地元企業を巻き込んで
実施しているところであり、過去２年の成果を
踏まえ、その成果が芽生えつつあるところで
ある。「地域｣「事業化｣「人材育成｣の極めて
重要な活動であり、また、事業を通して「地域
経営」という新たなコンセプトが生まれつつあ
り、地域イノベーション創出に向けて革新的な
活動が行われている。

1696

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24170

Bepi 
Colombo
(水星探
査プロジ
ェクト）

この
まま
推進
すべ
き

宇宙科学の分野に
とってとても大切な
科学的価値の高い
プロジェクトであり、
このまま推進すべき
である。

謎に満ちた惑星である水星に２機の観測機を
同時に送り込み、協調して観測を行うことに
より、謎を解明しようという極めて野心的かつ
科学的に重要なプロジェクトである。日本と
ESAが本格的に国際協力を行っているプロジ
ェクトで今後の科学衛星の国際協力における
雛形になる物でもある。 
プロジェクトは開発の最終フェーズにあり、来
年度にはフライトモデルの試験が始まるので
このまま推進すべき。

1697

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24135

最先端
研究開
発戦略
的強化
費補助
金

この
まま
推進
すべ
き

技術立国としての位
置を我が国として維
持していくためには
最先端研究開発戦
略的強化は欠かせ
ない．

アジア列国の追い上げはすさまじく，知財戦
略を含めた国としてのバックアップは欠かせ
ない．そのためには，戦略的な先端研究開発
を是非とも国家規模で行って行かなくてはな
らない．

地域の産業振興の
ためには、地域が主
体性を持って研究開
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1698

公
益
法
人

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24020

イノベー
ションシ
ステム
整備事
業（イノ
ベーショ
ン成長
戦略実
現支援
プログラ
ム）

この
まま
推進
すべ
き

発に関する戦略を
立て、その地域の自
治体や大学、そして
企業等が緊密なネッ
トワークを構成する
ことが不可欠であ
る。 
本事業の実施によ
って、地域の産業振
興からひいては雇
用促進・人材育成に
つながっていくと考
えられる。

本事業では、「産学連携など大学・研究機関
における研究成果を地域の活性化につなげ
る取り組みを進める」とあり、本事業によって
地域の大学等研究機関との連携による地域
貢献の強化を図ることができるため。 
また、研究段階から事業化までシームレスに
展開できるよう、関係府省の施策と合わせて
支援するシステムは画期的で、大きな効果が
期待できると考えられるため。

1699

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

この
まま
推進
すべ
き

新しい知見を生み出
す研究の基礎を築
いて、日本の知を高
めていくためには必
要な支援であり、さ
らなる推進が望まれ
る

現在日本の研究の多くは科学研究費補助金
によるところが大きく、今まで日本が世界の
中で伍して戦えたのはこの補助金によるとこ
ろが大きい。今この科学研究補助金が減らさ
られることは、研究者特に若手にとっては痛
手であり、日本の知的創造をさらに高めるた
めにはもっとも重要な施策である。

1700

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24119

ナショナ
ルバイ
オリソー
スプロジ
ェクト 

この
まま
推進
すべ
き

酵母リソース事業を
含めたナショナルバ
イオリソースプロジェ
クト（NBRP)事業は、
日本のみならず、全
世界の基礎研究/応
用研究の基盤となる
事業であるので、是
非このまま推進すべ
きである。我が国の
将来設計に不可欠
な事業である。

ナショナルバイオリソースプロジェクト（NBRP)
事業は、生命科学研究の進展に大きな貢献
をなしてきた。世界各国の研究者に対して
も、この事業を存続、拡充する義務がある。

1701

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24116

オーダ
ーメイド
医療の
実現プ
ログラム

この
まま
推進
すべ
き

これまで以上に重点
をおいて推進してい
くべきではないかと
思います。研究推進
のための予算を増
やしてほしいです。

患者一人一人によって薬の効き方や副作用
が異なることは周知されているが、近年その
原因のひとつが遺伝子の１塩基の変異によ
って引き起こされると分かってきました。 
当施策の研究グループでは、非常に多くの患
者血清の全ゲノムの解析を行いデータ蓄積
を行っております。 
このデータは今後の医療において原石のよう
なものです。これから磨いて宝石にしていく為
にはこれからの研究にかかっていると思いま
す。 
これまでのデータを最大限に生かしてほしい
と思います。 
何よりも継続して研究成果を蓄積していくこと
が、早急にオーダーメイド医療を実現すること
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試
等）

につながり、さまざまな患者さんのためになる
と思います。 
以上のことからオーダーメイド医療の実現プ
ログラムの推進すべきと考えます。

1702

民
間
企
業

50
～
59
歳

経
済
産
業
省

27007

次世代
印刷エ
レクトロ
ニクス材
料・プロ
セス基
盤技術
開発事
業

この
まま
推進
すべ
き

最近、省エネルギー
で省資源かつ低コス
トに電子機器を製造
する技術として、印
刷法による電子デ
バイス作製技術が、
学会・研究会や専門
誌などで取り上げら
れている。この技術
は様々な因子を匠
に制御することが必
要で、日本が得意と
する刷り合わせが
競争力の源泉にな
ると考えられている
が、大面積を安定に
生産できる工業技
術にするためには、
当該分野の知見を
結集して、さらにブラ
ッシュアップする枠
組みが必要であり、
その実現のために
本施策は極めて重
要である。

持続可能な社会の実現に向けて、省エネル
ギー、省資源のプロセスで工業製品を産み出
す技術は、日本が技術立国として生き延びて
いくために不可欠であり、とりわけアジア諸国
に主導権を握られつつあるエレクトロニクス
分野において、その実現が切望される。本事
業は、これに答えることができる基盤技術を
提供しようとするものであり、国として取組む
べき重要な施策であると考える。

1703

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

厚
生
労
働
省

25106

生活習
慣病・難
治性疾
患克服
総合研
究（４）難
治性疾
患克服
研究

この
まま
推進
すべ
き

難治性疾患克服研
究事業により行われ
ているいわゆる班研
究は、40年に近い経
年的研究の蓄積を
持つ世界に誇れる
日本の医療･医学分
野における貴重な
医学的資産であり、
その継続は必須と
考える。例えば米国
の難病研究の対象
疾患は数年刻みで
切り替わるため、デ
ータの蓄積がきわめ
て困難である。

難治性疾患の多くは慢性的に経過し、しかも
患者数が5万人程度と少なく、その研究を進
めることは行政的支援無くして実現できない。
一般的な科学研究費はその研究期間が数年
単位であるため、短期間に結果の出る研究
のみが進められる結果となり、難病の克服と
いう大事業を行うためには長期に継続した事
業計画が必要である。 

1704

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24101

21世紀
気候変
動予測
革新プ
ログラム

この
まま
推進
すべ
き

国際的にも重要な
施策。

研究体制がうまくコーディネートされている。
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設
試
等）

1705

民
間
企
業

40
～
49
歳

総
務
省

20110

フォトニ
ックネッ
トワーク
に関す
る研究
開発

この
まま
推進
すべ
き

光通信関連の研究
開発を適用するフォ
トニックネットワーク
は世界的にも日本
がリードしている技
術分野であり、今後
も国際競争力維持・
向上のために継続
して研究開発を推進
していくべき分野で
あると考えます。光
通信での大容量伝
送、交換技術は、標
準化対象の分野で
もあり、研究開発を
推進し、さらに高速・
大容量化に向けた
デファクト・デジュー
ル標準を取り、いち
早く製品化を行うこ
とが今後の我が国
の産業界発展のた
めに必要だと考えま
す。

従来困難と思われたオール光での通信も技
術革新により、光での伝送・交換が研究段階
から実用化段階に移ってきました。光での交
換は、電気での交換よりも圧倒的に低消費電
力化がはかれ、また、大容量化も容易に可能
であり、低消費電力化が可能であり、CO2削
減という観点からも十分貢献できる研究であ
ると考えます。米国が主導してきたインターネ
ット技術とは分野的に異なるものであり、光通
信という分野で日本の研究開発力を継続して
アピールすることが重要と考えます。

1706

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24116

オーダ
ーメイド
医療の
実現プ
ログラム

この
まま
推進
すべ
き

病気にかかると誰し
も不安になり、気が
弱くなります。 
オーダーメイド医療
が実現すれば、病
気になった理由が
分かり、 
治療効果が高く副
作用の少ない自分
自身にあった薬も選
べます。 
自分が将来かかる
と思われる病気の
予防も出来ます。 
患者さんの精神的・
肉体的・金銭的負担
を和らげる事が出来
ます。 
高齢化社会に向け
是非とも実現してほ
しいです。 

私自身喘息があり、年齢と共に様々な病気に
かかっています。 
薬の数も多く、副作用のため薬を替えたり、
体質の為希望する治療が受けれなかったり、
いったいいつまで続くのか不安でいっぱいで
す。 
原因や病名が明確になり、受けている治療が
自分自身にとって最良なのだと確信できる医
療を実現して頂きたいです。

近年のネットワーク
トラフィックの爆発的
な増大に伴い、これ
を処理するために必
要なスイッチやルー
ターのようなネットワ
ーク機器の処理性
能の向上が必須で
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1707

民
間
企
業

40
～
49
歳

総
務
省

20108

ICTグリ
ーンイノ
ベーショ
ン推進
事業

この
まま
推進
すべ
き

あるが、このために
これらの機器が消
費する電力が急増
している。一方で地
球温暖化対策として
エネルギー消費を
抑制することが、地
球規模での緊急の
課題である。こうい
った社会的要請に
応える為に、我が国
としてリーダーシップ
を取って研究開発事
業を推進していく必
要がある。

我が国は、ネットワーク機器に使われるLSIの
主要技術を有するリーダーであり、特に消費
電力を抑えて高性能化することは、伝統的に
もお家芸ともいえる得意分野である。こういっ
たプロジェクトこそ、我が国が世界に先駆け
て継続的にリードしていくべき、そしてそれが
可能な分野であると考えている。

1708

民
間
企
業

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24181

イノベー
ションシ
ステム
整備事
業

この
まま
推進
すべ
き

地方における産業
振興による雇用創
出を実現するには、
産学官連携によるイ
ノベーション創出が
大きな力となる。特
に、大きな企業が少
なく産業の基盤が弱
い地域では、大学の
知的リソースをその
起爆剤にする事が
必須である。イノベ
ーションシステム整
備事業は、実質的な
産学官連携により、
研究成果を地域に
展開するための仕
組みとして必須の事
業であり、これが無
くなると地域イノベー
ションが停滞してし
まう恐れがある。

産学官の連携による業際的な課題解決が進
まないのは、自治体の部局間、大学の部局
間、企業間の交流に大きな壁があり、組織の
縦割りが障害となっている。これを解決する
ためには、具体的なテーマに対してそれぞれ
のプレーヤーが参画して、実際に解決する事
例を積み重ねることでしか対応できない。こ
の取組がイノベーションシステム整備事業と
考えている。また、科学技術のポテンシャル
だけでイノベーションが起きることはまれであ
り、多くは有効な展開と共に活用されイノベー
ションにつながる。地域に主眼に置いた新し
い日本のパラダイムを構築していくために
は、このような事業により地域で有効な展開
を継続する事が求められる。

1709

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24176

光・量子
科学研
究拠点
形成に
向けた
基盤技
術開発

この
まま
推進
すべ
き

光科学技術及び量
子ビーム技術は、重
点科学技術分野を
先導する重要な分
野であり、イノベー
ション創出に不可欠
なキーテクノロジー
で、日本が世界にリ
ードしている最重要
分野の一つと行って
も過言ではない。こ
れまでの研究開発
は着実に行われて
おり、若手人材育成
の推進も積極的に
行われていることか
ら、今後大きな成果
が望めると期待でき
る。

量子ビームを発生させる加速器技術やレー
ザーの技術は、様々なサイエンスを支える重
要な基盤技術である。しかしながら、基盤経
費の削減や技術者の高齢化により、将来そ
の技術水準が維持できるかどうか危うい状況
になりつつある。それゆえ、光・量子科学研
究拠点形成に向けた基盤技術開発予算によ
って、次世代量子ビーム技術開発やそれに
伴う若手人材育成の推進を積極的に行うこと
は、日本のサイエンスの将来にとってきわめ
て重要な施策である。さらに増額し、強力に
推進していただきたい施策である。
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1710

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24149

国立大
学法人
等施設
の整備

この
まま
推進
すべ
き

科学立国を目指す
日本にとって，人材
養成や先端的研究
は不可欠であり，そ
の基盤整備となる施
設整備も推進しなけ
ればならない． 

安全安心な環境造りには不可欠な整備とし
て，耐震化整備を重点施策の一環として，推
進してきたが，まだ未整備の施設も多い． 
耐震化は，教育環境として当然の整備である
が，老朽化も著しく，さらに，大学に求められ
ている，人材養成，産学官連携強化，地域貢
献，国際化の推進などの，多様な機能に対
応できる環境基盤の整備が圧倒的に遅れて
いる．早急に対応するため，大いに推進すべ
きである．

1711

民
間
企
業

60
歳
～

経
済
産
業
省

27007

次世代
印刷エ
レクトロ
ニクス材
料・プロ
セス基
盤技術
開発

この
まま
推進
すべ
き

将来の日本のエレク
トロニクスを大きく発
展させる重要な技術
開発である。フォトリ
ソグラフィ技術の基
盤を本来の印刷技
術で行うことは、真
空系技術から大気
系技術へ転換する
ことで省資源化が促
進され、かつ必要と
される有機エレクト
ロニクス系材料の開
発を促進する効果
があり、材料技術で
世界をリードしてい
ける可能性が極め
て高い。将来の日本
国の技術競争力を
高める重要なプロジ
ェクトと位置付けら
れる。また、国際標
準化を初めから意
識して、プロセス、材
料、評価のコア部分
を握り、標準化のも
とで世界に情報を開
放しながら市場拡大
をはかりつつもコア
は解放しない戦略も
必要であろう。また、
同時にビジネスモデ
ルの構築も念頭に
おいて、そのための
チームの設定も必
須であろう。

印刷エレクトロニクスはドイツでも研究が盛ん
で、LOPE-Cを発足させている。ドイツは印刷
の発祥の地との自覚が強く、新たな印刷技術
分野として印刷エレクトロニクス分野をリード
しようとしている。この動向に対抗していく必
要がある。用紙のＡ系列、Ｂ系列を決めたの
はＤＩＮである。このことによって印刷産業は
大きく発展したのはご存知の通りである。ＤＩ
Ｎはその次も狙っている。 
一方、日本には世界的に見て、２大印刷会社
が存在しており、印刷を基盤とした多様な技
術とポテンシャルを保有している。彼らのポテ
ンシャルを活用すべきであろう。

大

私は広島大学大学
院生物圏科学研究
科の教授です。 
理研リソース事業と
関連するNBRP「酵
母」は、我々酵母研 バイオリソース事業は我が国のバイオサイエ
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1712

学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24119

ナショナ
ルバイ
オリソー
スプロジ
ェクト

この
まま
推進
すべ
き

究者コミュニティとの
緊密な連携のもと、
関係者の大変な努
力によって着実に成
長し、今や世界有数
の酵母リソースセン
ターとして、国内外
の酵母研究を支え
ており、欠くことので
きないものになって
います。 
「ナショナルバイオリ
ソースプロジェクト」
については、国家予
算を投入してリソー
ス事業を今後も続け
ていくことには大き
な意義があると考え
ています。 

ンスの基盤であります。私たち生命科学研究
者は少なからぬ恩恵をバイオリソース事業か
ら受けております。リソースなくしての研究は
成り立たないものであり、また、基礎研究は
応用研究の基盤であります。長期的な視野
に立ってバイオサイエンスを考えなければ、
我が国のサイエンスの将来はありません。基
礎研究を育てるために、リソース事業には
様々な競争的資金とは別途予算措置される
べきものと考えます。 
また、我が国の科学研究にかかる費用をトー
タルとしてとらえると、受益者負担を大幅に増
やすことは決してプラスにはなりません。

1713

民
間
企
業

50
～
59
歳

経
済
産
業
省

27007

次世代
印刷エ
レクトロ
ニクス材
料・プロ
セス基
盤技術
開発事
業

この
まま
推進
すべ
き

国際競争の激化が
予想される分野であ
り、我が国が欧米や
中国・韓国などのア
ジア諸国を先導する
技術を開発するた
めに、注力すべき分
野である。

電子ブックに代表されるように、次世代の情
報伝達は大きな変革が来ることを予期させ
る。その変革期において、我が国の技術・産
業が乗り遅れず、世界を先導する立場を維持
し続けるために、本研究開発は必要である。

1714
そ
の
他

60
歳
～

文
部
科
学
省

24020

イノベー
ション成
長戦略
実現支
援プログ
ラム

この
まま
推進
すべ
き

地域の産業振興の
ためには、地域が主
体性を持って地域に
根ざした科学技術・
研究開発に関する
戦略を構築し、自治
体はもちろん、地域
の大学・公設試・企
業等が緊密なネット
ワークを構成して推
進し、産業振興に繋
げることが不可欠と
考えます。本プログ
ラムの趣旨は、まさ
にこの目的に合致
するもので、地域の
取り組みを支援し地
域の産業創造、ひ
いては雇用促進・人
材育成に大きく寄与
するもとと考え、本
プログラムの推進を
強く要望します。

地域の産業化のためには、地域の大学や研
究機関の研究成果を有効に活用して地域の
活性化に繋げる取り組みが不可欠です。さら
に研究開発段階から事業化までを切れ目なく
サポートする施策が必要です。本プログラム
は、各府省がバラバラでなく、関係府省の施
策を総動員して支援するシステムとなってお
り、大いに期待できます。

大
学・
公
的
研

イノベー
ションシ
ステム
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1715

究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24181

整備事
業（地域
イノベー
ションク
ラスター
プログラ
ム）

この
まま
推進
すべ
き

地域産業を対象とし
ており、地域産業振
興に効果的であると
考える。

１地域の予算規模が大きく、実績もある。

1716

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24119

ナショナ
ルバイ
オリソー
スプロジ
ェクト

この
まま
推進
すべ
き

ナショナルバイオリ
ソースプロジェクト
は、我々の研究、教
育に無くてはならな
い存在であり、今後
も同プロジェクトを推
進するべきである。

微生物を研究する者として、論文に発表され
た微生物、変異株、遺伝子が自分の研究と
関わってきた場合、それらを用いて研究する
ことは日常的に行っており、その際には、ナ
ショナルバイオリソースプロジェクトから迅
速、安価、確実にマテリアルを分譲いただく
事ができ大変助かっている。また、本プロジェ
クトは、日本のみならず世界の研究者へも分
譲を行っていることから、その貢献度は大き
い。

1717

民
間
企
業

40
～
49
歳

経
済
産
業
省

27007

次世代
印刷エ
レクトロ
ニクス材
料・プロ
セス基
盤技術
開発事
業

この
まま
推進
すべ
き

ナノ材料制御技術、
加工技術の進展に
より「印刷」によるデ
バイスの形成が、従
来の受動素子のみ
ならず能動素子に
おいても可能になり
つつある。次世代の
新しい産業を生み出
す可能性のある技
術分野として早期に
基盤技術開発に国
を挙げて取り組むべ
き

印刷技術を応用することで、高い生産性で、
大面積のエレクトロニクスの応用商品群を生
み出すことが期待されるが、これは材料から
プロセス、装置までの摺り合わせを必要とし
ており、まさに今日本で取り組むことで世界に
先んじて新しい市場をリードできる分野であ
る。高効率で低消費エネルギーの材料プロセ
スを追求することで環境に優しく、独自の技
術分野を創造することが出来る。

1718

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24109

（独）海
洋研究
開発機
構運営
費交付
金「地球
環境変
動研究」

この
まま
推進
すべ
き

地球環境研究を継
続的に推進するこの
ような施策が必要。

運営交付金事業が益々縮減されており、継
続的な研究の推進が困難になっている。人員
の流出が続き、その補充も凍結されており、
今後重要性が高まる地球環境研究の推進が
困難になっている。

大
学・
公
的
研
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1719

究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24143

グロー
バル
COEプロ
グラム

この
まま
推進
すべ
き

現状よりもさらに推
進すべきであると、
強く要望いたしま
す。

GCOEは最先端研究の振興のみならず、若
手研究者の育成にも大きな役割を担っていま
す。今後の日本の科学技術の発展に向け
て、さらなる推進が必要であると考えます。

1720

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24119

ナショナ
ルバイ
オリソー
スプロジ
ェクト

この
まま
推進
すべ
き

ナショナルバイオリ
ソースプロジェクト
（NBRP）（施策番号
24119）を優先的に
取り上げていただき
たい。

バイオ産業をはじめ、これを支える基礎生命
科学分野、医学、薬学、農学等の応用生命
科学分野にとって研究対象となる生物種の
保全と管理はきわめて重要であり、その継続
性が産業と研究の発展を保証する。個々の
研究室では人的、物的パワーの不足によっ
て、保存管理が困難であり、まして分譲事業
はできない。特にNRBPは貴重な実験生物変
異種の管理・分譲を行っており、わが国の生
命科学の発展にたいする寄与ははかりしれ
ない。

1721

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的
タンパク
質・細胞
解析研
究イニシ
アティブ

この
まま
推進
すべ
き

現在、本施策のう
ち、ターゲットタンパ
ク研究プログラムに
携わっております
が、プログラム全体
で大変大きな成果
があがってきている
ことを実感しており
ます。本プログラム
は終盤にさしかかっ
ており、来年度はま
さに「収穫」の年にな
ると考えられます。
是非、引き続き、本
施策を強力に推進し
ていただきたいと思
います。

これまで順調に進んできておりますので、大
幅な見直しはデメリットの方が多いと考えられ
ます。多くの若手研究者がポスドクとして本施
策に参画していることで、大学の研究室にお
ける大学院生の教育にも本施策は大いに貢
献しているのですが、もし、大幅な減額等が
あった場合、これまで活躍してきたポスドク
が、即刻、大変不遇な状況に追い込まれてし
まうことは、特に問題だと考えています。

1722

民
間
企
業

50
～
59
歳

総
務
省

20108

ICTグリ
ーンイノ
ベーショ
ン推進
事業

この
まま
推進
すべ
き

ビデオデータの使用
によるネットワークト
ラヒック急増により
ネットワーク機器の
電力消費量削減が
急務であり、従来延
長ではないICTグリ
ーンイノベーション
の推進が必要と考
える。

 欧米のネットワーク機器開発ベンダーは必
ずしも低消費電力化に熱心ではないが、地球
温暖化防止対策の必然性からネットワーク機
器の低消費電力化要請は重要度を増し続
け、日本で開発した技術を世界に展開し、大
きなビジネスに発展させる絶好のイノベーショ
ン案件である。

大
学・
公
的
研 文

革新的
ハイパフ
ォーマン この

わが国の将来の基
幹産業を支える技
術革新と、限られた
地球環境の中での

スーパーコンピュータを用いた大規模計算機
シミュレーションは、基礎研究で広く利用され
ており、最近では産業応用上の利活用にも大
きな期待が寄せられている。ところが地球シミ
ュレータ開発以降の空白期間を経て、現在我
が国はスーパーコンピュータ保有量で世界に
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1723

究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

部
科
学
省

24174

ス・コン
ピューテ
ィング・
インフラ
（HPCI）
の構築

まま
推進
すべ
き

豊かな国民生活を
生み出す知財およ
び技術の創出のた
めに、国家基幹技
術の開発として進め
られてきた本施策
を、今後も滞りなく遂
行すべきである。

後れをとり、またスーパーコンピュータ開発力
でも、米国に大きく引き離されようとしている。
本施策は、このようなわが国の置かれた環境
を抜本的に改善すべく、大局的な科学技術政
策の一部として策定され準備が進められてき
たものである。スパコン技術は日進月歩であ
り、計画を遅らせることは、これまでの投資を
無駄にすることにもなりかねない。継続的か
つ十分なサポートが必要である。

1724

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24135

最先端
研究開
発戦略
的強化
費補助
金

この
まま
推進
すべ
き

本施策は、我が国
の研究開発力の強
化を図る上で必要な
施策であり、 是非と
も実施されるべきで
ある。 

世界との競争に打ち勝つ研究を進める上で、
世界最新鋭研究設備の設 計・開発・整備を
早急に行うことは、我が国の焦眉の課題であ
る。最先端研究 基盤事業 は、これらを全国
的視点から重点的に推進する事業であり、我
が国 の 科学技術政策のひとつとして必要不
可欠であるため。 

1725

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24159

地球内
部ダイナ
ミクス研
究

この
まま
推進
すべ
き

更なる拡充を望みま
す。

日本が先頭に立てる分野である地震学に関
する政策の拡充は必須です。

1726

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24102

気候変
動適応
戦略イニ
シアチブ

この
まま
推進
すべ
き

始まったばかりの施
策であり、数年は進
捗状況を見ることが
必要。

始まったばかりの施策であり、数年は進捗状
況をみる必要がある。

大
学・
公
的
研

科学研究費補助金
は日本における研
究の最低限必要とさ
れる部分を保障する
基盤研究費である。
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1727

究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

この
まま
推進
すべ
き

研究の原則とも言え
る個々の研究者の
オリジナリティーを
発揮し発展させ、イ
ノベーションの基盤
を作る研究費であ
り、さらにいっそうの
研究費の増大と強
化を必要とする。 

科学技術立国として先進国として日本が役割
を果たす為には、個々の研究者が自らのオリ
ジナリティーで研究を推進する必要がある。
そのための根底的な研究費である科学研究
費補助金は必須なものであるため。

1728

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24143

グロー
バル
COEプロ
グラム

この
まま
推進
すべ
き

将来、一流の研究
者として科学技術の
発展を担う、最も優
秀な博士課程学生
を教育するための
国家的な重点支援
事業であり、発展的
に継続して頂きた
い。

先進諸国、あるいは発展目覚ましいアジア諸
国と科学技術の競争にある中、博士の学位
を持つ優秀な研究者を育成する事が急務で
ある。とくに世界的に認められている優れた
研究機関を支援する本プログラムに参加する
事で、博士課程学生のモチベーションが上が
っており、教育研究面で大きな効果が現れて
いる。

1729

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24008

テニュア
トラック
普及・定
着事業

この
まま
推進
すべ
き

テニュアトラックもそ
うですが、研究職の
拡充は喫緊の課題
であります。

とにかく研究職を確保しないとそもそも有能な
人が研究に進まなくなり、国家の発展の大き
な妨げになります。その兆候は既に大量に出
ています。

1730

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24170

Bepi 
Colombo
(水星探
査プロジ
ェクト）

この
まま
推進
すべ
き

このまま推進すべき
である。

人類初の複数衛星による本格的水星探査で
あり、人類の知の構築のために是非実施 
成功させるべきである。

大
学・
公
的

改
善・

研究費補助金の単
年度会計制を、およ
そ５００万円/年以上
の補助金について
は、全て廃止し年度

補助金の通年制導入により、単年度会計で
は購入できなかった、高額機器の研究への
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1731

研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

見直
しを
した
上で
推進
すべ
き

持ち越し可能とする
施策を、一日も早く
実現し、補助金のよ
り有効な活用を可能
にして欲しい。また、
毎年採択される基
盤研究補助金の上
限を増加させるとと
もに、支給額の上限
を増やして欲しい。

導入が可能となるとともに、より有効な予算
の活用が可能となる。基盤研究は、日本の科
学研究を推進する基盤的な予算であり、研究
成果の厳格な査定とともに、その採択件数と
支給額を増加させることにより、科学立国・日
本の科学研究を推進させることができ、これ
は急務である。

1732

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24109

（独）海
洋研究
開発機
構運営
費交付
金「地球
環境変
動研究」

改
善・
見直
しを
した
上で
推進
すべ
き

大学，特に地方国
立大学との積極的
連携を軸としたオー
ルジャパン型の研究
推進を行ってほし
い．このような状況
を変えるために，大
学にサテライトを構
築したり，人的交流
を行うべく，予算編
成を行ってほしい．

一部の機関や大都会の研究機関にのみ先
端機器の利用機会が偏り，地方にあってはア
イデアを活かす機会もない．また議論の機会
も地方にあっては少ない．

1733

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

改
善・
見直
しを
した
上で
推進
すべ
き

 21世紀、日本が世
界をリードできる国
家、国民が豊かに
暮らすためには20
世紀のような海外の
技術導入の改良の
ような発展では、だ
めであり、日本初の
独創的な科学、技術
の発信によって初め
て可能となる。その
ためには今までの
目的の決まった大
型プロジェクト推進
では、すでに知らせ
た手法の発展であ
り、いったん世界を
リードしてもすぐに
他国に追いつかれ
てしまう。最近の10
年の日本の産業は
そのような状態であ
る。21世紀に必要な
ものは多くの日本初
の独創的な科学技
術発信であり、それ
らが新しい日本初の
産業を育成できる唯
一の手段である。そ
のようなまだ見えな
いものを育てるのが
基礎科学充実であ

 独創的な研究とは大人数で一度に大量の
経費を投入しても実現できない。多くの優秀
な人材が自由に考え、それを発展させる環境
ができ、その中でわずかではあるが、数十年
の社会をリードする科学、技術の目が出てく
る。決してねらってでてくるものではない。そ
のためにも、常に若い人材が入れ替わり、新
しい考えが注入でき、自由な研究が行える大
学の研究が必要となる。研究費に対するなん
からの成果判定は必要であるが、大型プロジ
ェクトのような評価ではなく、このような自由な
発想による研究は失敗もその分析があれば
成功であり、後に継続し生かさせていく。新し
い目は多くに機会を与え、その中で初めてわ
ずかであるが優れたものが出てくる、そのた
めには広く投資することが重要である。大型
プロジェクトは効果的に見えるが、20年先の
新しい技術となることはあまりない。それ以上
に科研費を充実したほうが、10年先以上の長
期的な日本の発展には意義深い。さらに今
大学は資金不足から荒廃し始めている。一度
荒廃すると立て直しが困難になる。運営金が
減少する今、それに変わる科研費の充実は
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り、現在日本には、
この科学研究費補
助金しか、それに対
応したものはない。
ぜひ、今後10年先
以上の日本の発展
を考えるなら大型計
画以上にこの科学
研究費補助金のさ
らなる充実を考えて
いただきたい。

日本を指させる高等境域発展に不可欠であ
る。

1734

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的
タンパク
質・細胞
解析研
究イニシ
アティブ

この
まま
推進
すべ
き

我が国のライフサイ
エンスのレベルを維
持し、さらには世界
のトップレベルの成
果を発信し続けるた
めに必要な施策で
ある。タンパク質は
生命現象を実際に
司っている分子であ
り、その構造や機能
を研究することは、
生命を理解する上
で極めて重要であ
る。また、創薬にも
つながることから、
我が国の先端産業
を育成し、将来の経
済基盤を確立する
上でも欠かすことが
出来ない。最優先で
推進すべき施策で
あると考える。

タンパク3000では、我が国の構造生物学のイ
ンフラがかなり整えられ、世界的に見ても見
劣りすることが無くなった。本研究プロジェクト
は、そのインフラを活用るとともに、さらに新
たなインフラ整備（放射光や化合物ライブラリ
ーなど）も行われている。その結果、サイエン
スとして世界トップレベルの研究成果や実用
化に向けた成果が出てきている。次の時代に
つながる人材を育成し、インフラの維持・整備
を行うことで研究レベルを維持するという観点
からも、目先の成果にとらわれることなく、息
の長い支援を続ける必要がある。

1735

民
間
企
業

40
～
49
歳

経
済
産
業
省

27007

次世代
印刷ｴﾚｸ
ﾄﾛﾆｸｽ
材料・ﾌﾟ
ﾛｾｽ基
盤技術
開発事
業

改
善・
見直
しを
した
上で
推進
すべ
き

本年終了のプロジェ
クトで、ある程度の
技術ﾚﾍﾞﾙを達成し
ており、その実用化
に向けた延長という
意味で、推進すべ
き。しかし、低価格
化のための印刷法
の意味であるのに、
コスト概念と耐久性
評価に関する検討
項目がまったく含ま
れていない点で要
改善と思われる。

良い材料さえ整えば、印刷に関する技術はそ
れほど時間はかからない。印刷法が必要とす
る根本は、如何に安く作るかであるのに、コ
スト概念を出さないのはおかしい。事実、この
事業分野の実用化が立ち遅れているのは、
現行のナノ銀が高いのに一因がある。また、
有機半導体は長持ちしないのは定説で、短
時間で性能が落ちるようなものでは、とても
産業化は見込めず、耐久性に関する目標も
必要である。これらの二項目を考えずに、産
業化はありえないので、これらの項目を目標
に組み入れた上で、推進すべきと考える。

本施策は、国の成
長戦略の一環であ
るグリーンイノベー
ションと一致する内
容であり、産業界だ
けでなく、国民全体
にとっても極めて重
要な開発テーマであ
る。グリーンイノベー 本施策で開発が進められるEUVL技術は、
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1736

民
間
企
業

50
～
59
歳

経
済
産
業
省

27108

低炭素
社会を
実現す
る超低
電力デ
バイスプ
ロジェク
ト

この
まま
推進
すべ
き

ションについては多
様なテーマがある
が、昨今の中国、台
湾、韓国など急成長
を遂げている世界状
況から鑑みても、先
端半導体技術開発
が極めて重要であ
る事は明らかであ
る。技術イノベーショ
ンサイクルは近年、
ますます早くなって
きており、本施策も
開発加速がますま
す望まれるものであ
る。本施策は、ぜひ
強力に推進していた
だきたい。

10nm程度以下の微細化露光技術であり、最
先端半導体デバイス開発・量産がこれからま
さに10nm微細露光が必要となる時期であり、
施策タイミングとして今が必須である。また、
EUVL技術は半導体デバイス産業だけでな
く、これから開花が予測されるナノテク産業で
も中心的な必須技術である。本施策を推進す
ることで、産業的にも学問的にも日本の世界
的なステータスを向上できると考えるもので
ある。

1737

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研
究員事
業

この
まま
推進
すべ
き

日本が他国と伍して
いくには科学関連予
算の確保が必須で
す。

他でも書きましたが、研究食の確保は緊急に
なされなければならない課題です。

1738

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

この
まま
推進
すべ
き

研究費を削るような
国はやっていけませ
ん。

日本が科学関連予算をつけないでどこにつ
けるのかというレベルの話だと思います。

1739

民
間

40
～

文
部
科

24148

理科教
育等設
備整備

改
善・
見直
しを
した

必要な実験・観察器
具を全国の学校が
揃えられるように 
毎年安定した補助を
行っていただきたい
と思います。 
また地域による格差
を大きくなっている
ように感じます。 
新指導要領対応教

見て・触って・感じて理解する教育は今後ま
すます重要だと思います。 
テストの点数を取るだけの学習は社会に出て
も発展性がありません。 
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企
業

49
歳

学
省

等補助
金

上で
推進
すべ
き

材に関しても整備状
況には大きな差が 
生じていると思いま
す。全国の子供たち
が同じレベルで 
授業が行える体制
も並行して検討して
いただければと思い
ます。

持っている知識や情報から答えを導き出す力
を付けるには 
理科教育の大幅な充実が不可欠だと思いま
す。

1740

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的
タンパク
質・細胞
解析研
究イニシ
アティブ

この
まま
推進
すべ
き

本プログラムは、国
を挙げての施策で
あり、大学や公的機
関で生まれる知を結
集するものである。
本プログラムで得ら
れる成果により、日
本の国力は増すも
のと期待できる。そ
のためにも、研究の
推進を継続するべき
であり、むしろ拡張
するべきでもある。

現在でも新たな疾病（最近では多剤耐性病
原菌）の重大な危険性にさらされているが、
新薬の開発は頭打ちになっている。安全性の
高い医薬創出が必須となっている昨今では、
疾病の原因となる基盤（タンパク構造など）を
理解しなければよりよい医薬は創出されえな
い。

1741

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24149

国立大
学法人
等施設
の整備

この
まま
推進
すべ
き

人材の育成は長期
的視点に立って行
われるべきで、現状
維持にとどまらず、
他のOECD諸国に劣
らないだけの教育・
研究への投資増加
が必要。国立大学
予算の削減により、
日本の科学推進力
や開発力が大きく低
下するのは自明で、
その復活には果てし
ない「失われた」時
間が必要になること
を認識すべきであ
る。短期的な視点・
総選挙での人気取
りのために大学予
算の削減をして、長
期的国益を害する
のは世紀の愚策で
ある。

資源のない我が国にとって、人材育成や科学
技術の進展は国家の生命線に関わる重要事
項で、今後益々重要になる。そうした高度人
材育成や基礎科学の教育・研究は現在の我
が国では大学が担っている。このような重要
な機能を有する国立大学を整備・維持・充実
させていくことは、国家１００年の計を考える
上で欠かせず、長期的国益にかなうからであ
る。

1742

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24136

世界トッ
プレベル
研究拠
点プログ
ラム（Ｗ
ＰＩ）

この
まま
推進
すべ
き

徹底的に予算をつ
けなければなりませ
ん。

研究では世界一を目指さないと意味がありま
せん。かける予算でも世界一にならなければ
ならないぐらいです。
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公
設
試
等）

1743

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24149

国立大
学法人
等施設
の整備

この
まま
推進
すべ
き

国立大学法人は優
秀な人材を養成す
る最も主要な組織で
あり、その使命を達
成するためには、施
設等の整備が不可
欠であり、この事業
は積極的に推進さ
れるべきである。

世界に負けることなく優秀な人材を育成し、ま
たすばらしい研究を進めていくためには、法
人の施設の整備が必須であります。他国の
大学施設と比較しても、日本の大学の施設は
まだまだ不十分で、国際競争に打ち勝つため
にも国立法人の施設の整備は必要である。

1744

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24124
植物科
学研究
事業

この
まま
推進
すべ
き

予算の中で数少な
い植物科学の事業
を推進すべきであ
る。

植物の研究は、地球の環境維持に必須であ
るから。 

1745
官
公
庁

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24020

イノベー
ションシ
ステム
整備事
業（イノ
ベーショ
ン成長
戦略実
現支援
プログラ
ム）

この
まま
推進
すべ
き

 これまで地域で取
り組んできた地域科
学技術振興・産学官
連携事業の研究成
果の普及、事業化を
加速するものであ
り、是非とも積極的
に推進していただき
たい。 
 なお、支援メニュ
ーのうち、人材育成
プログラムの開発や
地域連携コーディネ
ータの配置、設備共
有化のための技術
支援スタッフの配置
等を支援されるにあ
たっては、大学等が
主体の取り組みだ
けでなく、自治体や
公設試主体の取り
組みについても支援
していただきたい。

 本地域では、文部科学省や経済産業省の
地域科学技術振興・産学官連携事業も活用
しながら、地域の特色や産業集積を活かした
研究開発プロジェクトや共同研究拠点の整備
などを進めているが、これまでに得られた研
究成果の普及、事業化を図るとともに、さらに
新たなプロジェクトを生み出していくといった
持続的に発展する地域を形成していくために
は、研究者はもとより、優れたコーディネータ
等の配置が課題となっているため。

 本事業は、普及機
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1746

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

農
林
水
産
省

26108

新たな
農林水
産政策
を推進
する実
用技術
開発事
業

この
まま
推進
すべ
き

関と一体となって地
域の課題解決のた
めの研究を行うとい
う他に例を見ない取
り組みが可能であ
り、地域農業の推進
を図る上で必要不
可欠な事業である。
 23年度要求額は
対前年73％となって
いるが、少なくとも要
求同額の予算確保
をお願いしたい。特
に、継続課題につい
ては課題の早期解
決が困難となる恐れ
があることから、大
幅な減額とならない
ようお願いしたい。

 県農試は、食の安全性確保や植物工場的
生産、農商工連携など多様な現場ニーズを
抱えているが、予算面、人材面で縮小傾向に
ある中、技術シーズを有する共同研究グルー
プで取り組むことで目標達成の加速化や成
果の迅速な普及が期待できる。 
 特に、今年度から導入された機関連携強化
型研究は、地域農試の得意技術を持ち寄り
互いに補完することで研究ロスを減らすこと
ができるため、今後の地方農試の研究体制
づくりに極めて重要な事業であると考えられ
る。

1747

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

この
まま
推進
すべ
き

基礎研究費として不
可欠．大型プロジェ
クトや大型基盤・施
設整備が中央の研
究機関や旧帝大な
どに集中し，地方国
立大学は疲弊して
いるが，研究意欲は
高い．むしろ，地方
国立大学に優先し
て配分すべき．

中央の独立行政法人や旧帝大などには，さ
まざまな形で大型予算が配分されており，潤
沢な研究資金が集中する反面，地方国立大
学では学生集めなどの業務ばかりが求めら
れ，研究資金を集めるにも大型の研究を推
進するだけの人材がいない．個人が中心に
なって進める科学研究費補助金こそ地方国
立大学研究者が最も才能を生かすことのでき
る研究の助成である．

1748

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

農
林
水
産
省

26107

イノベー
ション創
出基礎
的研究
推進事
業

この
まま
推進
すべ
き

農業は生物機能を
利用した先端生物
産業であり、食糧問
題や地球環境問題
と密接に関係してい
る。しかし現場的な
研究が多く、革新的
な技術開発や新規
な科学技術的発見
をするにふさわしい
公募型研究が少な
い。本施策は過去に
も現在も多くの新発
見や新技術の開発
に成功しておりさら
に発展させる必要
があると考える。

農林業は温室効果ガスの吸収や発生に関わ
る多くの生態系を対象とした産業である。森
林は炭酸ガスの吸収源であり、水田はメタン
の発生源である。また土壌は重要な炭素の
貯蔵庫である。このような視点で本施策をさ
らに継続発展させて研究を推進することによ
り、日本の環境保全もアジアの環境保全にも
貢献する研究成果が得られると考える。

大
学・
公
的
研
究 40 農

鳥インフ
ルエン
ザ、ＢＳ
Ｅ、口蹄 この

BSE問題は、その発
病原因子等を含め
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1749

機
関
（独
法・
公
設
試
等）

～
49
歳

林
水
産
省

26106

疫等の
効果的
なリスク
管理技
術の開
発

まま
推進
すべ
き

た基礎的研究と、牛
肉骨粉の再資源化
など、応用・利用の
両側面からさらに推
進すべきである。

BSEプリオンは、その病原性タンパクや伝染
性発現の機構などがほとんど解明されていな
い。

1750

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的
タンパク
質・細胞
解析研
究イニシ
アテイブ

この
まま
推進
すべ
き

このまま推進すべき
と考えます。

タンパク質と細胞の研究は、人類の幸福をも
たらす基になるもので、その基礎を日本で固
めることは、喜ばしい。また、日本の国際競争
力を高くする基である。

1751

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24005

橋渡し
研究加
速ネット
ワーク

この
まま
推進
すべ
き

各大学で行われて
いる臨床研究、医科
学研究、医師主導
治験、臨床へ結び
つく基礎研究は、国
民の健康、福祉に
多大な貢献ができる
もので大学での研
究成果を社会・国民
へ還元することは、
非常に重要であり、
特に大学内、社会・
産業界に橋渡し拠
点が定着している現
状から橋渡し研究
拠点のアカデミアへ
の継続化、定着化
には「橋渡し加速ネ
ットワーク」は必然で
必要不可欠と思い
ます。治験ネットワ
ーク化の促進にも大
いに貢献でき重要な
要素です。また大学
での研究者・人材育
成も重要で学生、大
学院生への橋渡し
人材教育も欠かせ
ません。国際治験も
遅れをとっている日
本にとって、特に、
国際治験の進展に
も平成２３年度概算
要求の橋渡し加速

各大学での基礎研究、臨床研究成果を広く
国民の健康、社会のために還元でき、福祉向
上に貢献するために必要です。アカデミアで
の橋渡し研究の継続化、定着化、高度化の
ために、「橋渡し加速ネットワーク」は必須で
す。国民へのライフイノベーションにも重要で
す。  
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ネットワークは是非
継続すべき重要政
策課題と思います。

1752

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

農
林
水
産
省

26102

気象変
動に対
応した循
環型食
料生産
等の確
立のた
めの技
術開発

この
まま
推進
すべ
き

 地球温暖化への
対応は地域農業に
とって最重要課題の
ひとつであり、早急
な課題解決が必要
なことから、本事業
の最大限の予算確
保をお願いしたい。

 本県では、温暖化に適応した高温耐性品
種・栽培技術の開発や化学肥料・化学農薬を
削減した「ぎふクリーン農業」の推進など、地
球温暖化防止に向けた多様な現場ニーズを
抱えている。本事業はこうした課題に対応で
きる内容でありその成果普及が大いに期待さ
れる。 
 また、予算面、人材面で縮小傾向にある
中、本事業の特徴であるコンソーシアムの結
成により技術シーズを持ち寄り互いに補完す
ることで目標達成の加速化や成果の迅速な
普及が期待できる。 

1753

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24178

大型放
射光施
設
（SPring-
8）

この
まま
推進
すべ
き

日本の先端研究を
支えている重要な施
設であり、建造にお
けるコストを鑑みて
も、十分に活用する
ことが望ましく、予算
の削減によって、運
用が不能になること
の損害は計り知れ
ない。

SPring-8は、世界最高性能の放射光を生み
出すことができる大型放射光施設であり、こ
の放射光を用いて、国内外の研究機関によ
り、ナノテクノロジー、バイオテクノロジーや産
業利用まで幅広い研究が行われている国際
的にも重要な施設であるため。

1754

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24176

光・量子
科学研
究拠点
形成に
向けた
基盤技
術開発

この
まま
推進
すべ
き

量子ビーム、特に中
性子は従来広く用い
られたX線では不可
能な、厚いコンクリ
ート、金属の透視
や、物質分析、応力
イメージングなど高
度な機械製作や、建
築管理などに全く新
しい手法をもたら
す。またこの技術は
加速器や高度な検
出器技術など総合
的な基礎科学の実
力が必要であり、中
国、韓国、インドなど
が簡単には追いつ
けない分野である。
日本は現在、J-
pARCの完成などで
世界をリードしてい
る、しかし、J-PARC
のみの使用では広く
産業界にその利用
を広めることは難し

 意見でも書いたが、今まで非破壊検査が難
しい、飛行機の溶接部の応力検査、コンクリ
ート内の検査など、21世紀に必要な検査技術
を実現できるのが量子ビームの特徴である。
その基礎的要素を日本独自で確実に発展さ
せ、産業界へすみやかに導入することが重
要である。特に金属や建設、飛行機、重機械
など、日本の基幹産業は今、海外に追いつ
かれ追い抜かれている。このような新しい技
術導入で他の追随を許さないような産業への
脱却への糸口となる技術と一つである。
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い、この計画をそれ
を実現する糸口とな
る計画であり、ぜひ
発展させたい。

1755

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24107

（独）理
化学研
究所運
営費交
付金「環
境・エネ
ルギー
科学研
究事業
（内、バ
イオマス
エンジニ
アリング
研究）

この
まま
推進
すべ
き

バイオマスエンジニ
アリング研究は地球
環境維持や改善に
必須であり予算確
保は絶対必要であ
る。

バイオマスエンジニアリング研究における理
研の植物センターの研究成果は日本の将来
を切り開く重要な成果であるから。また、政府
の環境施策や技術立国の方針に合致してい
るから。

1756

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研
究員事
業

この
まま
推進
すべ
き

特別研究員事業
は、わが国の科学
技術発展のための
きわめて価値のある
投資であり、今後も
ますます推進してほ
しい。特に、博士課
程に在籍する学生
に対する援助をより
いっそう充実させる
こと、数学などの基
礎研究に対する援
助を怠らないことを
お願いしたい。

わが国の科学技術発展を担う人材を確保す
るうえでの特別研究者事業の重要性は、いま
さら強調するまでもなく明らかである。博士過
程の学生に対する援助の充実をお願いした
のは、この時期が学生から研究者への離陸
を行うきわめて重要な時期だからである。ま
た、数学などの基礎研究は、その成果がただ
ちには社会に還元されにくいため、軽視され
やすい傾向があるように思う。しかし、長期的
な科学技術発展のためにはこうした基礎研
究の充実が欠かせない。

1757

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24143

大学院
教育改
革推進
事業のう
ち、グロ
ーバル
COEプロ
グラム

この
まま
推進
すべ
き

グローバルCOEプロ
グラムは，予算カッ
トせず，このまま継
続するべき．予算が
減る場合でも，国際
的な研究集会を開
催する費用の削減
をせず，GCOE雇用
の若手研究者が解
雇されないように配
慮するべき

私は，東北大学の地球惑星グローバルCOE
（GCOE）に雇用されている女性ポスドク研究
員です．私は，地球惑星GCOEの予算で開か
れたワークショップにより，国内外の第一線
の研究者が集まったとき，自分の専門分野の
隣の分野の第一線の研究者と交流すること
ができました．結果として，これまで予想もし
なかった分野の方との，学際的な国際共同
研究を立ち上げることができました．このよう
な成果は，GCOEのような，世界トップレベル
の研究拠点への集中投資がなければできな
かったことです．先進国では，GCOE並みの
予算投下を世界トップレベルの大学部門にす
ることは当然のことと考えられています．その
中で，昨年の秋のように十分な議論がなされ
ないまま縮小と決めるのは，日本という国家
が研究や技術における世界との競争を降りる
ことを意味します．よって，GCOE予算は，カッ
トせず継続していただきたいで．

改

積極的に教科書に
とらわれない独自の
実験・研究ができる
体制に対する支援
は非常に大切なこと
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1758

民
間
企
業

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24152

スーパ
ーサイエ
ンスハイ
スクール
支援事
業

善・
見直
しを
した
上で
推進
すべ
き

だと思います。その
ためにはやはりお金
が必要なのが事実
です。興味はあるが
予算がないというこ
とは良くある話だと
思います。しかしそ
れを実現・経験させ
つことによって将来
の科学者が生まれ
るのだと思います。

資源の少ない国では 技術力で他国を大きく
上回ることが世界で生き残る道だと思いま
す。将来それを支える人材の育成が急務だと
思います。

1759

公
益
法
人

60
歳
～

国
土
交
通
省

28001 高度

この
まま
推進
すべ
き

１１日準天頂衛星が
打ち上げられた。Ｇ
ＰＳ衛星の他、現在
ロシアの衛星「グロ
ナス」からの電波を
使って測位が可能
である。本来なら国
産衛星からの電波
だけで測位できるこ
とがベストである
が、現状では他国の
信号を使っての測位
に頼らざるを得な
い。

アメリカのＧＰＳ衛星に対する依存度が高す
ぎる。準天頂衛星も含めたマルチＧＮＳＳの
技術開発によって観測の機会、時間等の改
善が期待できる。

1760

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24172

先端研
究施設
共用促
進事業

この
まま
推進
すべ
き

大学等の保有する
先端研究施設を最
大限に活用すべく、
産業界に広く開放す
るものであり、「もの
づくり日本」を元気
にするために必須
の重要な施策であ
る。

産業界にとっては、自前では到底保有できな
い先端研究施設を利用できる。 
大学にとっては、産業界に共用することによ
って産業界のニーズを肌で感じるとともに、施
設の運転資金の不足を補充できる。 
産業界にも大学にも有用な事業である。

1761

民
間
企
業

30
～
39
歳

経
済
産
業
省

27126

固体高
分子形
燃料電
池実用
化推進
技術開
発

推進
すべ
きで
はな
い

予算が前年度予算
5100（千円）から
3880（千円）への予
算削減は、削減幅
があまりにも大きす
ぎる。他の電池技術
（太陽電池、蓄電
池）等と足並みをそ
ろえた予算策定が
必要。

二酸化炭素の削減目標を達成するために
は、現状の化石燃料に頼った社会構造では
限界があり、なるべく早く水素社会へ転化す
ることが望まれる。今後定置用、自動車用燃
料電池普及に向けたロードマップを完遂する
ためにも、現時点での予算削減は燃料電池
技術を大いに遅らせる可能性がある。インフ
ラ整備も含め燃料電池技術の開発を加速さ
せるためにも、最低限昨年度予算と同等相
当であることが望ましい。 

大
学・
公
的
研
究
機

20
～

文
部

首都直
下地震
防災・減

この
まま

予算カットせず，さら
なる推進をするべ
き．複雑で危険な首
都圏下の研究は非

地震学の学位を持つ，女性ポスドク研究員で
す． 
 
首都圏は，地震活動が活発な場であります
が，それは３つのプレートが衝突している，世
界で見ても非常に複雑なテクトニクス場にあ
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1762

関
（独
法・
公
設
試
等）

29
歳

科
学
省

24157

災特別
プロジェ
クト

推進
すべ
き

常に重要．それと同
時に日本の地震学
の発展に寄与する
研究であるので継
続推進するべき．

り，地下構造が大変複雑なためです．このよ
うな複雑な場所を，重点的に調べることは学
術上とても重要です．また，日本の人口の四
分～三分のの一ほどは首都圏集中するので
すから，防災上も非常に重要です．予算カット
せず推進のほうをお願いします．

1763

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24116

オーダ
ーメイド
医療の
実現プ
ログラム

この
まま
推進
すべ
き

将来一人ひとりにあ
った医療が実現する
ためにこのプログラ
ムの１期及び追跡
調査で得られた３０
万症例の試料や情
報が生かされなけ
ればならないし、実
際に協力した一人
ひとりの患者さまの
思いに報いなけれ
ばならない思う。 
研究成果は患者さ
まの苦痛を軽減させ
るものなので推進し
ていきできるだけ早
く臨床に使えるもの
ができるべきだと思
う。

現在少しずつ研究成果がでてきている。この
プログラムを推進していくことで将来的に国
家の膨大な医療費の削減にもつながってい
く。現在治療法の無い病気の原因を見つけた
り新たな治療法をみつけたりなどができ、予
防医学へもつながるこのプログラムは推進す
べきことだと思う。

1764

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24004

次世代
がん研
究戦略
推進プ
ロジェク
ト

この
まま
推進
すべ
き

社会的なニーズが
大きい癌撲滅のた
めに、基礎研究は
不可欠であり、さら
にその成果を臨床
応用にまで発展させ
る橋渡し研究の重
要性が、従来にも増
して認識されるに至
っている。本研究を
推進することによ
り、日本から世界に
新しい癌治療法を発
信することは、国策
としても重要であり、
大いに推進すべき
である。

今後、人口の高齢化に伴い、約二人の一人
が癌を罹患する時代に突入することを考慮す
ると、癌研究は国民保健の維持の観点より、
最重視すべき課題である。日本の癌基礎研
究は、欧米にも引けを取らないレベルにまで
到達しているが、その成果を臨床応用するシ
ステムの構築において、日本は出遅れてい
る。新しい癌治療法の開発による国民健康の
増進と、新しい癌治療法の開発と企業化は、
国に大きな利益をもたらすと期待できる。

1765

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24174

革新的
ハイパフ
ォーマン
ス・コン
ピューテ
ィング・
インフラ
（HPCI）
の構築

この
まま
推進
すべ
き

日本の将来を担う科
学基盤の構築と人
材育成の観点から、
重点的に推進すべ
きであると考えま
す。

一次資源の乏しい日本にとって科学技術は
最も重要な資源であると考えます。ハイパフ
ォーマンス・コンピューティングはその科学技
術を支えるために今後ますます重要になるの
は間違いありません。そのインフラ整備やそ
れに関わる人材の育成は現在を含め今後も
継続的に行うべきだと考えます。
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等）

1766

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24176

光・量子
科学研
究拠点
形成に
向けた
基盤技
術開発

この
まま
推進
すべ
き

光科学技術・量子ビ
ーム技術は非常に
広範囲の分野に関
連する基盤技術で
ある。一方、その技
術開発は非常に高
度なものであるた
め、着実かつ、協力
に推進すること、ま
たこの分野を担う次
世代の研究者・技術
者の育成をあわせ
て行う必要がある。

我が国のこの分野における技術レベルは世
界最先端であり、この分野を牽引する力を持
っているが、世界レベルの競争は非常に厳し
い分野でもある。 
このプロジェクトの進捗は順調と評価されて
いるが、このような高度技術開発が順調と評
価されように進捗していることは、驚くべきこ
とであり、プロジェクト推進母体の力量を裏打
ちしている。 
このままの推進が好ましいと思う。

1767

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24176

光・量子
科学研
究拠点
形成に
向けた
基盤技
術開発

この
まま
推進
すべ
き

光科学技術・量子ビ
ーム技術は非常に
広範囲の分野に関
連する基盤技術で
ある。一方、その技
術開発は非常に高
度なものであるた
め、着実かつ、協力
に推進すること、ま
たこの分野を担う次
世代の研究者・技術
者の育成をあわせ
て行う必要がある。

我が国のこの分野における技術レベルは世
界最先端であり、この分野を牽引する力を持
っているが、世界レベルの競争は非常に厳し
い分野でもある。 
このプロジェクトの進捗は順調と評価されて
いるが、このような高度技術開発が順調と評
価されように進捗していることは、驚くべきこ
とであり、プロジェクト推進母体の力量を裏打
ちしている。 
このままの推進が好ましいと思う。

1768

民
間
企
業

40
～
49
歳

経
済
産
業
省

27007

次世代
印刷エ
レクトロ
ニクス材
料・プロ
セス基
盤技術
開発事
業

この
まま
推進
すべ
き

将来の産業育成や
国際競争力の観点
から、次世代印刷エ
レクトロニクスに関
する研究に力を注ぐ
べきと考えます。

かつて日本メーカーが優位を誇った液晶ディ
スプレイや太陽電池などの製品は、新興国を
中心とした市場拡大に伴う、海外メーカーと
の競争激化により、相対的に日本メーカーの
競争力が減退しています。今後日本の国際
競争力と製造業振興のためにはイノベーショ
ンが必要と考えています。一方、日本は伝統
的に素材開発技術は優位性を保っており、エ
レクトロニクス分野においてもそのプロセスを
含め、日本の製造業のプレゼンスを押し上げ
る力を持っていると考えられます。特に市場
拡大が確実視される印刷エレクトロニクスに
ついては既に国際競争が始まっており、優位
性を確立のためにも国からの支援が必要と
考えます。

東南海・南海地震か
ら国民の生命財産
を守るためには、緊
急地震・津波速報は
なくてはならないも
のだと思います。紀
伊半島沖合い海域
に海底地震計や津
波計が設置されれ
ば、大阪では揺れる
数分前に地震速報
が出るものと期待さ

東南海・南海地震は必ずやってくるといわれ
ています。さらに東海地震とあわせて、これら
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1769

民
間
企
業

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24183

地震・津
波観測
監視シ
ステム

この
まま
推進
すべ
き

れます。また津波速
報も時々刻々の情
報がまさにリアルタ
イムで配信されるで
しょう。地震被害の
大幅な軽減にこれ
ほど期待できるシス
テムはないでしょう。
日本国としてまさに
国家的重要プロジェ
クトだと思います。
ぜひとも計画通り完
遂していただきたい
思います。もっと言
えば予算を増額して
も良いくらいです。よ
ろしくお願いいたし
ます。

巨大地震が同時に発生するということも言わ
れています。もしこのような巨大地震が発生
すると、これは日本国の問題だけにとどまら
ず、世界的な経済活動の停滞をも引き起こす
かもしれません。日本発世界恐慌、考えただ
けでもぞっとします。日本国民のため、さらに
は世界のために、本研究はぜひとも成功して
いただかなければない、ということは誰の目
にも明らかです。

1770

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24109

（独）海
洋研究
開発機
構運営
費交付
金「地球
環境変
動研究」

この
まま
推進
すべ
き

地球環境変動の理
解と予測の基礎とな
る研究は、日本が対
応すべき施策として
推進すべきである。 

温暖化のような環境の変化に加え、地球環
境変動の理解と予測は、人類の持続的発展
と安心安全の確保のために必須である。日
本のみならず、世界の社会活動の発展の基
礎になるとともに、世界をリードする日本の科
学研究の発展のためにも、本施策はぜひ推
進していくべき。

1771

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24122

革新的
タンパク
質・細胞
解析研
究イニシ
アテイブ

この
まま
推進
すべ
き

本施策のうち「ター
ゲットタンパク質研
究プログラム」は「困
難ではあるが重要
なタンパク質の研
究」に焦点を絞って
推進されており、新
聞に報道されるよう
な成果がいくつも発
表されている。一
方、地味ではある
が、国際的に注目さ
れ、その分野を学術
的に先導するような
成果も続々と報告さ
れている。したがっ
て、最終年度である
23年度には特に重
点的な予算配分が
必要である。本年度
より減額された23年
度予算要求額がさ
らに減額されること
は絶対になされるべ

困難ではあるが学術的に重要な研究を高度
に推進することにより、全く予想のできなかっ
た応用の可能性が発見された例は無数にあ
る。「ターゲットタンパク質研究プログラム」
で、最近、チトクロム酸化酵素の高分解能解
析によって細菌と哺乳動物に重要な構造的
相違点が発見され、それから、創薬の可能性
が生まれていることも好例である。このよう
に、本プログラムは学術的進歩に大きく貢献
するだけではなく革新的に新規な応用への貢
献も期待できる。
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きではない。

1772

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24183

地震・津
波観測
監視シ
ステム

この
まま
推進
すべ
き

地震・津波観測監視
システムの予算増
強をおねがいしま
す． 
 
地震の監視には，
震源の直上に地震
計を配備することが
最も有効です．しか
しながら，南海地震
や東南海地震など
のM８クラスの大地
震の多くは沿岸から
沖合で起きるのにも
かかわらず，その直
上の海底地震計の
配備は進んでおりま
せん．

私は，地震学の学位を持つ女性ポスドク研究
員です．現在，国の持つ地震・津波観測監視
システムは，不十分です．それは，ケーブル
式海底地震計の配備数が圧倒的に足りてい
ないからです．地震の監視には，震源の直上
に地震計を配備することが最も有効です．し
かしながら，南海地震や東南海地震などのM
８クラスの大地震の多くは沿岸から沖合で起
きるのにもかかわらず，その直上の海底地震
計の配備は進んでおりません．ケーブル式海
底地震計は，１台十数億程度です．コンクリ
ートから人へという現在の与党の基本方針に
沿えば，道路建設につかっていた資金のうち
の，ほんの少しをケーブル式海底地震計に
切り替えれば，監視システムの精度が向上
ができ，人々の安全に貢献できることは間違
いありません．予算増強のほうを，よろしくお
ねがいします． 

1773

民
間
企
業

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24128

分子イメ
ージング
科学研
究事業

この
まま
推進
すべ
き

分子イメージング研
究をさらに推進し、
従来動物レベルで
行われてきた生物
学・医学研究をヒト
レベルへと展開させ
るためには、オリジ
ナル分子プローブを
さらに拡充したり、
薬物動態に関する
分子イメージング研
究を動物からヒトへ
と一貫して行い、各
種薬物トランスポー
ター機能を評価でき
る分子プローブレパ
ートリーを揃える必
要があり、そのため
にも分子イメージン
グ科学研究事業は
このまま推進すべき
だと思います。

増大し続ける医療費を削減するためには、病
気の早期発見早期治療することが必要不可
欠であり、そのためには多様な生体機能分子
の低侵襲的な追跡・解析を可能とする、分子
イメージング科学研究事業の技術が必要で
あると思います。

1774

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24119

ナショナ
ルバイ
オリソー
スプロジ
ェクト

この
まま
推進
すべ
き

生命科学研究にとっ
て研究材料の確保
ならびに安定な供給
は不可欠であり、バ
イオリソースの整備
と維持は必須なもの
である。

一般に科学研究は競争的資金によって推進
されることが望ましいが、リソース事業は競争
的資金の対象になりにくく、またその公共性
からも国による支援が特に必要である。この
プロジェクトは特に生命科学研究に重要な実
験用生物を対象としたものであり、技術立国
が必要な我が国の科学施策として重要度は
高い。

J-PARCの推進に期
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1775

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24177

大強度
陽子加
速器施
設（J-
PARC）

この
まま
推進
すべ
き

待する。J-PARCは
世界最高性能の加
速器として建設され
ているが、この加速
器の性能を最大限
に発揮し、世界に冠
たる装置とするには
今後の推進にかか
っている。J-PARC
の推進は国内にと
どまらず国外も含め
た産学官の多くの利
用者に期待されるも
のであり、世界の科
学と産業の発展に
直接つながる。中で
もミュオン施設では
新基軸のビームの
計画されており、こ
れまでにない斬新な
科学研究が可能と
なることから優先的
に推進すべきものと
考える。

J-PARCは様々な科学技術の分野の国内外
の多数のユーザーが利用するもので、他の
大部分の大型計画に較べて科学全体への波
及効果が大きい。しかし現状加速器の性能を
生かせる装置が少なく、これまでの投資を生
かすためにも装置の高度化が重要である。
特にミュオン施設では国内で発明されたビー
ム発生技術を利用した新基軸の超低エネル
ギービーム発生を計画しており、これまでに
ない斬新な物質科学研究が可能となる。この
ような純国産技術を利用した斬新なビーム科
学は最優先で推進すべきものであると考え
る。

1776

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24005

橋渡し
研究加
速ネット
ワークプ
ログラム

この
まま
推進
すべ
き

優れた基礎医学・生
命科学研究の成果
を、臨床応用にまで
発展させる、本事業
は全ての国民なら
びに国家にとって、
健康維持と創薬開
発において利益をも
たらす重要なプロジ
ェクトであり、大いに
推進すべきである。

日本は基礎医学・生命科学研究で最先端の
成果を産出しているが、これを臨床応用にま
で発展させる、橋渡し研究のシステムが米国
と比較して著しく立ち遅れている。これは、国
の科学行政において、大きな損失でもある。
橋渡し研究のシステムの構築が立ち遅れて
いるが故に、海外で開発された高価な医薬品
や治療法の対価を支払わされているのが日
本の現況である。その改善は、国民の健康と
国益を守るためにも急務である。

1777

民
間
企
業

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24012

博士課
程教育
リーディ
ングプロ
グラム

この
まま
推進
すべ
き

グローバルな知識
基盤社会では、文理
融合や総合を必要
とする分野が拡大し
ている。そこで卓越
した専門性とともに
広範な知識・教養を
有し、かつリーダー
シップを備えた人材
が不可欠であるが、
専門に特化してきた
学部と大学院教育
だけではそのような
人材は生まれない。
すなわち、知識基盤
社会でのリーダーを
育成する博士一貫
教育が必要である。

私は農学部を卒業後、北海道大学公共政策
大学院で文理融合の教育プログラムにて専
門職大学院での教育を受けた。大学院を通じ
て、狭い専門教育や大学院教育だけではサ
ステナビリティや絶対的貧困といった現代的
諸課題の解決には対応できないと強く感じ
た。 
文理統合のオールラウンドな視野と専門的知
見をもつ人材を博士課程でも育成すること
は、上記諸問題の解決、ひいては公共政策
や民間企業の将来にも不可欠であると考え
る。
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本施策は従来にな
い試みとして評価
し、特にタイプ１を中
心に実現を期待す
る。

1778

民
間
企
業

60
歳
～

文
部
科
学
省

24187

産学イノ
ベーショ
ン加速
事業【戦
略的イノ
ベーショ
ン創出
推進】

この
まま
推進
すべ
き

本事業の「超伝導シ
ステム」を例に取る
と、昨年度にスター
トして以来、日米で
の学会においてプロ
ジェクト概要および
成果発表が行わ
れ、注目を浴びるな
ど順調な進捗を示し
ている。本事業は世
界を引っ張り、新し
い産業の礎を築くた
めに有効なものであ
り、優先度を高くして
実施すべきものと考
える。

産学連携で課題解決型の研究開発、応用基
礎・要素技術・プロトタイプの一連のシームレ
スな開発、最長10年と腰を据えてチャレンジ
でき、中間評価により三つのステージ毎の区
分での評価をしっかりやることでPDCAをきち
んと回すことが可能、でイノベーションを生み
出す制度として期待できる。

1779

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24177

大強度
陽子加
速器施
設(J-
PARC)

この
まま
推進
すべ
き

世界最高レベルの
強度を持ったＫ中間
子ビームが得られる
ユニークな実験施設
において、最先端の
研究成果を速やか
に挙げるべく、より
一層推進すべきで
ある。基礎科学と産
業応用、原子核素
粒子物理と物質生
命科学などのバラン
スある推進が不可
欠である。

J-PARC加速器施設は、我が国で推進してき
たハドロン、中性子、ミュオン、ニュートリノな
どの独創的研究を飛躍させるためのものであ
り、学際性、国際性を備えた世界の加速器研
究センターの一つとなるべき施設である。そ
のためには、より一層の研究環境の充実を
はかり、特にアジア近隣諸国を中心とした世
界の第一線研究者にとって魅力あるものとす
べきである。

1780

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24176

光・量子
科学研
究拠点
形成に
向けた
基盤技
術開発

この
まま
推進
すべ
き

大変に優れた施策
なので積極的に推
進すべき。

光・量子ビーム技術は我が国の科学技術が
世界をリードしていくには不可欠の技術であ
る。

大

国立大学も法人化
され、運営費交付金
の恒常的な削減が
続く中で、競争的研
究資金の獲得が必
須となっている。科
学研究費補助金は 資源に乏しく、原材料や食料を輸入に依存し
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1781

学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

この
まま
推進
すべ
き

数々の競争的資金
の中でも比較的公
平な審査体制が構
築されていること、
また何よりも個人あ
るいはグループの
研究者のオリジナル
な発想に基づいた
研究の申請が、ほ
ぼ全ての学術分野
にわたり可能となっ
ていることから、運
営費交付金に匹敵
する程の重要な基
盤的研究費であり、
競争的研究費のな
かでもっとも優先度
が高いものであると
いえる。

ている我が国がこれからも科学技術で世界を
リードしていくためには、その基盤となる研究
費、特に科学研究費補助金の確保が喫緊の
課題である。目的指向型の大型研究資金か
らは偉大な発見は乏しく、歴史的にもフレミン
グのペニシリンの発見、最近のノーベル賞受
賞者の下村博士のGFPの業績などからも明
らかである。目的指向型研究資金よりも、研
究者の自由な発想に基づく独創的研究を幅
広く支援する科学研究費補助金が拡大が、
研究活動の裾野拡大に必ず繋がるものであ
り、世界トップ水準の新たな先端研究を醸成
することができる早道となる。

1782

民
間
企
業

40
～
49
歳

総
務
省

20108

ICTグリ
ーンイノ
ベーショ
ン推進
事業

この
まま
推進
すべ
き

CO2を含む温室効
果ガスの削減は人
類全体の課題となっ
ている。 
これまでの個々の
CO2削減策ではそ
の効果に限界があ
り、社会またはシス
テム全体 
として削減手法が求
められている。 
ICTは社会またはシ
ステム全体の効率
化を行うとともに、そ
のCO2排出削減に
効果が 
期待できる。

スマートグリッドによる電力消費の削減が注
目されているが、スマー 
トグリッドという系全体の消費電力を削減する
には、ICTを利活用して、スマートグリッドにつ
ながれた太陽光・風力などの個々の発電設
備や、空調や家電製品などの電力消費設備
を有機的な制御が必須であり、そのためには
ICTは不可欠となる

1783

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24157

首都直
下地震
防災・減
災特別
プロジェ
クト

この
まま
推進
すべ
き

首都圏は地震災害
の危険性が高いに
もかかわらず、直下
型地震については
詳しく調べられてい
ない。防災、減災の
ためには、まずどの
ような地震が発生す
るかを知るべきであ
る。そのためにこの
施策は必要である。

首都圏は、日本のみならず世界経済の重要
な拠点であり、ここの地震防災を強化するこ
とは、世界経済を安定させる意味でも非常に
重要である。この意味で、費用対効果は非常
に高いと言える。

大
学・

多様なデータベース
を横断的に利用でき
るようにデータベー
ス作成者同士が議
論を重ねることが必
要である。また、デ
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1784

公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24006

ライフサ
イエンス
データベ
ース統
合推進
事業（仮
称） 

この
まま
推進
すべ
き

ータベース作成者の
独り善がりとならぬ
ように適宜利用者側
との接点を作るべき
である。「今後反映
していけたらと思い
ます」との逃げ口上
ばかりでは発展はな
い。同時に、論文に
ならない部分でもデ
ータベース作成者に
一定の評価を与え
て研究費などに反
映させるべきであ
る。

爆発的に増加するデータを適切に収蔵し、ユ
ーザー側の要求に沿った形で閲覧できるシス
テムの構築は必須である。一方で、データベ
ース作成側の貢献が適切に評価されている
とは言い難い。

1785

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24101

21世紀
気候変
動予測
革新プ
ログラム

この
まま
推進
すべ
き

抑制策立案、適応
研究への応用などと
の関連を重視しなが
ら24年度以降も研
究の推進が望まれ
る。

物質循環や、集中豪雨などの極端現象、十
年規模予測などについては科学的に未解明
な部分が多く、継続的な研究が必要。

1786

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研
究員事
業

この
まま
推進
すべ
き

特別研究員制度
は，今よりも増強す
るべき．また，育児
出産などを経た博士
拾得者むけのRPD
の制度の，さらなる
増強をするべき．

私は，GCOE事業雇用の女性ポスドク研究員
です． 
私は博士課程時にDC1採用されていました
が，もしDC1がなければ親からの仕送りに期
待できなかったため，博士課程に進学できま
せんでした．いただいた研究費で海外の主要
な学会に自由に参加することができたり，海
外の雑誌にも論文投稿も可能となり，非常に
有難かったです． 
 
また，女性ポスドクという立場で言いますと，
学振の特別研究員制度は，育児を続けなが
ら研究を続けたい（女性・共働き）ポスドク研
究者にとって，育児中に仕事を休職しても，
第一線の研究環境への復帰を約束してもら
える唯一の仕組みです．学振以外の職につ
いていて，子育てしているポスドク女性研究
者は，学振以外の職に就いている場合は，そ
のほとんどが事実上退職に追い込まれ，現
場復帰が困難な状況にあり，二度と第一線に
戻れない人も多くでております．よって，女性
研究者の雇用をすいしんしたいのであれば，
そのあたりのことをご留意いただきたく思いま
す

慢性の痛みが引き
起こされる原因はい
まだに不明な点が
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1787

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

厚
生
労
働
省

25001

生活習
慣病・難
治性疾
患克服
総合研
究（５）慢
性の痛
み対策
研究

この
まま
推進
すべ
き

多く、治療法におい
ては限られたものし
かないため、慢性痛
で苦しむ国民は軽
度のものも含める
と、全国民の6割に
もなる。現状では高
齢化による慢性痛
の増加は、さらなる
医療費増加を引き
起こすことになり、
安価で確実な慢性
痛治療の開発が不
可欠である。その１
つとして医療用麻薬
（オピオイド）などを
用いた慢性痛の薬
物療法は、今後、研
究すべき重要な課
題の１つである。

慢性の痛みによる社会的損失の大きさは、
救急など急性期医療の重要性に匹敵するも
のである。しかし慢性痛に対する治療法は
遅々として進まない理由は、安価な薬物療法
では病院の収入が伸びないため積極的に進
めることができず、慢性痛の治療を病院内で
認めてもらうには、収益増加につながる体に
侵襲的な治療法（脊髄刺激電極、経皮的椎
間板摘出、硬膜外内視鏡など）を積極的にす
すめるしかないことである。しかもこれらの治
療法は、その効果が不十分な上に特殊技術
が必要なため、治療範囲が限定されてしま
う。一方、オピオイドなどによる薬物療法は、
一般医にも可能で安価であるため、その問題
点（嗜癖、依存など）を克服する研究が進め
ることができれば、社会に大きな恩恵をもたら
す治療法となりうる。

1788

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24170
Bepi 
Colombo

この
まま
推進
すべ
き

宇宙科学ミッション
が、パブリックコメン
トの俎上に上がるこ
と自体がおかしい。

すでにサイエンティスト同士が国際的な了解
のもと、打ち上げ実施に向けた本格的な調整
に入っている中で、（今回のパブリックコメント
を求める）水を差すようなアンケートは、はっ
きり言っておかしい。アンケート対象の選考基
準が全く理解できない。

1789

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的
タンパク
質・細胞
解析研
究イニシ
アテイブ

この
まま
推進
すべ
き

本施策の中の「ター
ゲットタンパク質研
究プログラム」は「困
難ではあるが重要
なタンパク質の研
究」に焦点を絞って
推進されており、新
聞に報道されるよう
な成果がいくつも発
表されています。さ
らに、地味ではある
が、国際的に注目さ
れ、その分野を学術
的に先導する成果
も続々と報告されて
います。従って、最
終年度である23年
度には特に重点的
な予算配分が不可
欠であります。本年
度より減額された23
年度予算要求額が

困難ではあるが学術的に重要な研究を高度
に推進することにより、全く予想のできなかっ
た応用の可能性が発見された例は枚挙にい
とまがありません。「ターゲットタンパク質研究
プログラム」で、最近、チトクロム酸化酵素の
高分解能解析によって細菌と哺乳動物に重
要な構造的相違点が発見され、それから、創
薬の可能性が生まれている事はその好例を
言えます。このように、本プログラムは学術的
進歩に大きく貢献するだけではなく革新的に
新規な応用への貢献が期待されます。重厚
な基礎研究に立脚した先進技術の開発体制
を維持する努力こそが、国際社会における中
長期的な国益を守る事に他ならないと信じま
す。
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さらに減額されるよ
うな事態は中長期
的に国益を著しく損
なう事が強く懸念さ
れ、絶対になされる
べきではないと考え
ます。

1790

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的
タンパク
質 細胞
解析研
究イニシ
アティブ

この
まま
推進
すべ
き

本施策のうちターゲ
ットタンパク質研究
プログラムは困難で
はあるが重要なタン
パク質の研究に焦
点を絞って行われて
いる。新聞に報道さ
れるような成果も上
げられてきているだ
けでなく地味ではあ
るがその分野をリー
ドするような成果も
出てきている。この
ような研究は日本の
将来のために絶対
に欠かすことの出来
ないものである。し
たがって最終年度で
ある２３年度には特
に重点的に予算配
分がされる必要が
ある。減額など絶対
にあってはならな
い。

困難ではあるが学術的に重要な研究を高度
に進めていき続けることによって全く予想の
出来なかったような応用の可能性が発見され
た怜や無数にある。最近のチトクロム酸化酵
素の高分解能解析によって、哺乳類とバクテ
リアの構造的相違点が見つかったことも良い
例である。このようにこのプログラムは学術
的進歩に大きく貢献するだけではなく革新的
に新規な応用への貢献も期待できる。

1791

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24140

RIビーム
ファクト
リー計画
の推進

この
まま
推進
すべ
き

RIBF計画は、世界
的にユニークなRIビ
ーム実験施設であ
り、その実験設備や
研究環境の整備を
推進して、世界のト
ップクラスの研究成
果を速やかに挙げ
るべきである。

不安定核ビームは、未知の元素の発見や、
宇宙における元素合成の謎に迫る研究を行
うことを可能とし、これによって我々人類に新
たな物質観をもたらすものである。我が国は
この研究分野で世界のトップレベルにあり、
アジア地域においてもそのリーダーシップを
発揮すべきである。

1792

大
学・
公
的
研
究
機
関

40
～
49

文
部
科
学

24185

研究成
果最適
展開支

この
まま
推進
すべ

本事業のA-STEP
【FS】ステージは、公
設試験研究機関の
研究成果を民間起
用に技術移転できる
シーズとして顕在化
することができる、
たいへん有効な事
業である。シーズの
すそ野を広げるため
に予算の拡充と継

A-STEP【FS】ステージは、予算規模、その事
業の実施しやすさの観点から、研究者にとっ
て非常に有益。本事業を拡充・継続していくこ
とで、技術シーズのすそ野が確実に広がり、
イノベーションの創出につながると考えます。
２００８、２００９年度に実施されたニーズ即応
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（独
法・
公
設
試
等）

歳 省 援事業 き 続をすべき。 
また、これらのシー
ズの技術移転を図
るべく実施されたニ
ーズ即応型研究も
昨年度廃止された
が、その復活と拡充
をすべき。

型は、企業がこれらのシーズを事業化するた
めに非常に有益である。地場産業振興、先端
産業振興の両面に即効的な効果が期待でき
ます。事業の復活と拡充を要望します。

1793

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24120

再生医
療の実
現化プ
ロジェク
ト

この
まま
推進
すべ
き

日本はES細胞なら
びにiPS細胞研究
で、世界のトップレ
ベルに位置してお
り、その研究成果を
再生医療の開発に
応用する、本事業の
推進は非常に重要
な国家プロジェクトと
言える。これを大い
に推進して、国民の
健康と新しい治療法
の開発による国益を
増進させることは重
要であり、これを大
いに推進する必要
がある。

日本の医学・生命科学における基礎研究は、
世界でもトップレベルに位置しているが、その
研究成果の臨床応用については、欧米と比
較して立ち遅れている。日本は、ES細胞およ
びiPS細胞研究において、最先端を走ってい
るのであるから、その再生医療への応用につ
いても、世界をリードする体制を確立する必
要がある。

1794

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

厚
生
労
働
省

25106

生活習
慣病、難
治性疾
患克服
総合研
究（４）難
治性克
服事業 
難病、が
ん等の
疾患分
野の医
療の実
用化研
究の一
部（難病
関連研
究分野）

この
まま
推進
すべ
き

間脳下垂体疾患は
昨年１０月より６疾
患が特定疾患に指
定され、多くの患者
の治療に朗報であ
った。これには、過
去３０年にわたるこ
の分野の研究者に
よる努力の積み重
ねがあるからであ
る。しかし、個々の
疾患、たとえば下垂
体機能低下症、中
枢性尿崩症、
Cushing病などいず
れの疾患をとって
も、病態の解明、治
療方法の進歩など
今後新たに取り組
むべき研究、或は発
展すべき研究領域
は多数残されている
現況にある。当該の
施策を継続発展して
いただくことはきわ
めて重要なことと考
える。

この分野の研究は、現在やまれている患者さ
んの診断、治療に直結することがあげられ
る。さらに、早期診断の確立、あるいは画期
的な新しい治療手技、治療薬の開発を行うこ
とで、治療の充実を計ることも急務と考えられ
る。従って、当施策の充実は行政者に与えら
れた重要な責務となるものである。

大
学・

積極的に推進すべ
きである。 
本開発研究が目指
す基盤技術の高度 本開発研究は最先端の光科学技術・量子ビ
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1795

公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24176

光・量子
科学研
究拠点
形成に
向けた
基盤技
術開発

この
まま
推進
すべ
き

化は、技術立国とし
ての日本の先端技
術の上にこそ成り立
つものである。この
ような先端技術開発
の目標を掲げ産学
連携して実行するこ
とにより、現在の技
術水準を高度化し、
新たな産業分野や
科学技術分野を創
造する起爆剤とな
る。

ーム技術のさらなる高度化が要求されてお
り、ナノテクノロジー・材料、ライフサイエンス、
情報通信等の重点科学技術を先導する基盤
技術を開発するものである。ナノテクノロジ
ー・材料分野をはじめとする各重点科学技術
界や産業界の国際競争力強化につながる重
要な施策である。さらに、このような先端開発
研究の場に身を置いてこそ、次世代の光・量
子科学技術分野を担う若手人材の育成が図
られる。

1796

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

20
～
29
歳

文
部
科
学
省

24159

地球内
部ダイナ
ミクス研
究

この
まま
推進
すべ
き

長期的に予算配分
を継続し、既存の研
究・観測体制を維持
し、さらに発展させ
るべきである。

世界に例のない技術があり、継続することで
学問的に世界をリードできる。また、地球内
部の理解は地震や火山などのメカニズム理
解につながり、防災の面でも重要である。し
かし、基礎研究は成果が出るまで時間がか
かりやすい。国として今ある技術が衰退しな
いようサポートしてほしい。

1797

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

60
歳
～

厚
生
労
働
省

25106

生活習
慣病・難
治性疾
患克服
総合研
究（４）難
治性疾
患克服
研究 難
病・がん
等の疾
患分野
の医療
の実用
化研究
の一部
（難病関
連研究
分野）

この
まま
推進
すべ
き

間脳下垂体疾患は
稀な疾患でありなが
ら、予後不良の疾患
も入っている。また
たとえ生命は維持さ
れてもQOLが損なわ
れる場合が多い。病
態の解明や根本的
な治療法が未解決
なものが多く、間脳
下垂体機能障害に
関する調査研究の
継続および昨年度
新たに難病指定さ
れた間脳下垂体疾
患の公費助成の継
続を希望します。

間脳下垂体疾患は病理学的には良性でも、
臨床的にはQOLが損なわれ、生命予後も短
い疾患がある。中には臨床的には悪性と変
わらない疾患も入っている。まだ効果的な薬
物療法のない疾患もあり、仮に対症療法で治
療しても、それを一生続けなくてなならない。
そのため患者および家族への負担は計り知
れないものがある。今後も間脳下垂体疾患の
病態を研究し、根本的な薬物療法を開発する
必要がある。

1798

大
学・
公
的
研
究
機
関
（独
法・

50
～
59
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

この
まま
推進
すべ
き

科学研究の予算は
削減すべきでない。

科学研究は資源のない日本の将来を担う、
産業などの根幹を形成する上でなくてはなら
ないものです。
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40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24176

光・量子
科学研
究拠点
形成に
向けた
基盤技
術開発

この
まま
推進
すべ
き

本プロジェクトは我
が国の科学技術の
基幹を担う基盤技術
の開発を目的とした
ものであり、国の行
く末を長期的視野に
立って考えたうえで
施策を決めるべきも
のである。国の将来
を支えるものへの投
資であり、目先の経
済的効果によって測
ることができないも
のである。苦しいと
きこそ本当に大事な
ものを優先すべきで
あり、本プロジェクト
はその真に大切な
ものの中に入る事
業である。

我が国が狭い国土と貧しい資源のなかで生
き残っていく道は科学技術の振興とそれに基
づく製造業の活性化しかない。本プロジェクト
が目指している基盤技術の開発は、世界をリ
ードする活動を通して我が国の科学技術を底
上げし、それを担う若手を育てるものであり、
将来の日本のための若木を植林するようなも
のである。このような活動を止めてしまえば、
我が国の科学技術力は薄っぺらで生産性に
乏しいものになり、国は衰退する。
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50
～
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文
部
科
学
省

24190
科学技
術振興
調整費

この
まま
推進
すべ
き

科学技術振興調整
費による実施事業
は、若手研究者の
養成促進や女性研
究者の支援など、我
が国の研究者の育
成・あり方を根本的
に変えうる体制構築
の改革を見据えた
取組の支援であり、
今後とも積極的に推
進すべきである。

ともすればガラパゴスと揶揄される本邦の研
究者育成体制であるが、国際化を見据え、今
後とも世界に伍しうる国力を保つには、世界
標準による人材育成・活用体制の構築は喫
緊の課題である。すなわち、優秀な女性研究
者の積極的活用・支援や、真に独創的な発
想を有する若手の育成支援・独立支援システ
ムの早期構築は、国際的にも我が国がその
優位性を保ち、広く諸外国からも英知の集ま
る国となるには欠かすことのできない課題と
いえよう。しかしながら、従来の単なる資金支
援に留まる研究支援では、そのような改革は
全く実現できない。科学技術振興調整費で
は、重要な政策課題の実施に加え、その欠
点を見据え、より本質的な科学技術システム
の再構築を推し進める改革を支援しており、
世界に向けた我が国の科学界のさらなる脱
皮には、欠かすことのできない事業である。
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